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令 和 ３ 年 １ 月 ６ 日 

都道府県医師会 

担  当  理  事  殿 

公益社団法人 日本医師会常任理事   

長 島 公 之    
 

中央防災会議「令和元年台風第 19 号等を踏まえた高齢者等の 

避難の在り方について（最終とりまとめ）」について 

 

今般、中央防災会議「令和元年台風第 19 号等を踏まえた高齢者等の避難に関するサブワー

キンググループ」（小職が委員として参画）において、最終とりまとめが作成されました。 

本サブワーキンググループは、令和元年台風第 19 号等の過去の災害を教訓として、激甚化

・頻発化する水害・土砂災害に対し、高齢者等の避難等を検討することを目的として設置さ

れたもので、中間とりまとめについては、令和２年１１月５日付け（地 386）にてお知らせ

しております。 

最終とりまとめでは、平常時からの避難行動要支援者名簿等の提供の在り方や、個別計画

の策定の体制について、以下のように地域医師会にかかる記載がございます。 

・災害対策基本法では、名簿情報の提供先を例示しつつ規定しているところではあるが、避

難行動要支援者名簿や個別計画の情報について、災害の発生に備え、地域の実情に即して

地域防災計画の定めるところにより、社会福祉協議会、地域医師会、障害者団体、居宅介

護支援事業者や相談支援事業者、自主防災組織等の避難支援等関係者に対して、事前の提

供を促進する必要がある。（４ページ） 

・個別計画を連携して策定する関係者としては、庁内の防災・福祉・保健・医療などの関係

する部署のほか、庁外の介護支援専門員や相談支援専門員などの福祉専門職、民生委員、

町内会長・自治会長等、自主防災組織、地域医師会、居宅介護支援事業者や相談支援事業

者などの事業者、社会福祉協議会などの地域の医療・看護・介護・福祉などに関する職種

団体、地域で活動する障害者団体、地域福祉コーディネーター・専門機関・社会福祉協議

会が主導する住民による地域の支え合いのネットワーク等がある。（７ページ） 

つきましては、貴会におかれましても、本件についてご了知の上、貴会管下郡市区医師会

への周知方とともに、防災・危機管理部局や関係機関との連携体制の構築にご高配賜ります

よう、よろしくお願い申し上げます。（本最終とりまとめは、下記の内閣府 Web サイトに掲載

されております。） 

 

＜令和元年台風第 19 号等を踏まえた高齢者等の避難に関するサブワーキンググループ＞ 

http://www.bousai.go.jp/fusuigai/koreisubtyphoonworking/index.html 
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■ はじめに

「令和元年台風第 19 号等を踏まえた水害・土砂災害からの避難のあり方について(報告)」

(令和2年3月、内閣府)において、台風第19号等から課題を教訓とし、高齢者や障害のある

人等の避難の実効性の確保に向けた取組(避難行動要支援者名簿の活用、地区防災計画の促進

等)を自治体に促すこと等とし、また、制度的な検討が必要な取組については令和2年度以降

も検討を行うこととした。

制度的な検討に係る論点としては、

避難勧告・避難指示(緊急、)について自治体の意見を踏まえた制度上の整理

災害発生前に大規模広域避難を円滑に行うための仕組みの制度化の検討

高齢者等の避難の実効性確保に向けた、更なる促進方策について検討

が挙げられ、 1、 2点目の論点を議論する場、 3点目の論点を議論する場としてそれぞれ

令和元年台風第 19号等を踏まえた避難情報及び広域避難等に関するサブワーキンググル

ープ

令和元年台風第 19号等を踏まえた高齢者等の避難に関するサブワーキンググループ(本

サブワーキンググループ)

を設けることとした。

本サブワーキンググループでは、自ら避難することが困難な高齢者や障害のある人等の避難

行動要支援者の名簿、避難行動要支援者の避難に係る個別計画、福祉避難所等、地区防災計画

に関する制度面における改善の方向性等について議論した。

具体的には、避難行動要支援者名簿に掲載される者の範囲、個別計画の制度的位置付け、福

祉避難所への直接の避難や対象者を特定する公示制度の創設、地区防災計画の素案作成への支

援などの論点について、地域の福祉増進に取り組む社会福祉協議会、市区町村長の参画を得て、

別府市、兵庫県(丹波篠山市)、札幌市、熊本市の取組事例、日本介護支援専門員協会や日本相

談支援専門員協会等からのヒアリング等も踏まえ議論してきたところである。

本年の出水期においても、令和2年7月豪雨を始め多くの方が水害・土砂災害の犠牲となっ

ている。必要な検討や対策を着実に進め、水害や土砂災害で命を失う人がなくなるよう、防災

意識の高い社会を一日も早く構築し、高齢者や障害のある人等の避難に係る実効性の確保を図

らなけれぱならない。



2 ■ 制度上の課題への対応の方向性

(1)避難行動要支援者名簿

<課題・背景>

(避難行動要支援者名簿の義務化)

0 東日本大震災の教訓として、障害のある人、高齢者、外国人、妊産婦等にっいて、情報提

供、避難、避難生活等様々な場面で対応が不十分な場面があったことを受け、これらの者に

係る名簿の整備・活用を促進することが必要とされたことから避難行動要支援者名簿の作成

が災害対策基本法に位置付けられた。

避難行動要支援者名簿に掲載された情報が地域の避難支援等関係者にも適切に提供され、

災害発生時に当該情報が活用されるよう、当該名簿の作成に係る市区町村の取組が促進され

てきた。これにより、避難行動要支援者名簿は、98.9%(令和元年6月1日現在、消防庁調べ)の市

区町村で作成が完了している。

(避難行動要支援者名簿の掲載者)

0 避難行動要支援者名簿は、自治体が保有する各種の名簿に記録されている情報を集約して

市区町村地域防災計画に定める避難行動要支援名簿の要件に基づき作成されている。また、

名簿に掲載された者の心身の状況の変動にともない、避難支援等の要不要に変動の可能性が

ある。

こうしたことから、実態として、避難行動要支援者名簿には、災害時に自ら避難すること

が可能な者も含まれている可能性や、本来は名簿に掲載すべき者が掲載されていない可能性

があり、真に避難支援を要する者を正確に把握することができていない場合がある。

0年齢(65歳以上)などの避難能力に着目しない要件のみで避難行動要支援者名簿を作成す

ることは、名簿への掲載者数を増やし、必要な者に支援が届かない原因となることなどの課

題がある。

(避難行動要支援者名簿の活用)

0 災害対応の場面では、名簿情報が十分に活用されたと言える状況には至っていない場合も

あり、過去の災害において、多くの高齢者力畔皮害を受け、また、障害のある人の避難が適切

に行われなかった事例もあった。

(平常時からの避難行動要支援者名簿の共有)

0 名簿情報は、避難支援等を実効性のあるものとする等の観点から、市区町村の条例におい

て特別の定めがあるなどの場合には、本人の同意がなくとも、避難支援等関係者に提供でき

る旨を、災害対策基本法第49条の11第2項において定めている。

2



0 名簿情報は、平時から避難支援等関係者に対して提供され、関係者間で情報が共有される

ことが重要であるが、平時から提供されている避難行動要支援者の割合は、 4割程度にとど

まっており、更なる名簿情報の提供の促進が課題となっている。

0 避難所等において良好な避難生活環境の確保を図る上で、感染症対策、熱中症対策などの

医療的対応の重要性が高まっている一方、医療関係者への名簿情報の提供に関して十分でな

いとの指摘がある。

0 名簿情報の提供を受けている市区町村社会福祉協議会は、平成30年現在3割程度であり、

避難支援等関係者への名簿情報の提供に関して検討の余地があるのではないかとの指摘が

ある。

(参考)名簿情報の提供に関する災害対策基本法の規定の概要(第49条の11第2項)

市区町村長は、災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、地域防災計画の定めるところにより、消防

機関、都道府県警察、民生委員、市区町村社会福祉協議会、自主防災組織その他の避難支援等の実施に携わる関係者

(避難支援等関係者)に対し、名簿情報を提供するものとする。

(発災時における避難行動要支援者名簿の共有)

0 避難行動要支援者名簿の運用において、当該名簿情報の外部提供の同意を避難行動要支援

者から得ることができない場合には、同意のある場合と比較して避難支援等を行うことが困

難となる。

0 また、この同意が得られない場合については、災害対策基本法第49条のⅡ第3項により、

「災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、避難行動要支援者の生命又は身

体を災害から保護するために特に必要があると認めるとき」に、本人の同意なく名簿情報の

提供が可能となるが、どのような場合が該当するか、適用の判断が難しいとの指摘がある。

<対応の方向性>

(避難行動要支援者名簿に掲載されないことを防ぐ取組)

0 避難行動要支援者名簿に掲載すべき者が掲載されないことを防ぐため、福祉専門職やかか

りつけ医などの医療職のほか、潜在化・孤立化している者を発見・把握し得る、町内会や自

治会等の地縁組織、地区社協、民生委員や児童委員など、地域の鍵となる人や団体との連携

が必要である。

0 避難行動要支援者名簿の作成について、個別計画策定の過程を通じて、避難行動要支援者

であることを精査する手法も考えられる。

(避難行動要支援者名簿の活用)

0 避難行動要支援者名簿は、避難支援、安否確認、発災後の生活支援等の用途があり、そう

した用途も踏まえ、優先度を意識した活用が重要である。

0 市町村地域福祉計画(社会福祉法第107条)に盛り込むべき事項として「地域における福

祉サービスの適切な利用の促進に関する事項」が明記されている。市町村地域福祉計画の策

定ガイドラインにおいて当該事項のーつに「避難行動要支援者の把握及ぴ日常的な見守り・
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支援の推進方策」が挙げられており、市区町村の庁内・庁外において福祉と防災の施策を連

携させて平時から避難行動要支援者名簿の活用を進めることが必要である。

0 名簿を活用した避難支援等を有効に機能させるために、平時から、社会福祉協議会が取り

組んでいる地域の支え合いのネットワークなど地域の福祉活動と連携する必要がある。

(平常時からの名簿情報等の提供の在り方)

0 平常時から、避難行動要支援者に自宅の災害りスク等にっいてハザードマップ等を通じて

確認していただくことや、避難支援の必要性に関する啓発活動などを通じて、名簿情報の外

部提供への同意を得ることに取り組むことが必要である。

0 災害対策基本法では、名簿情報の提供先を例示しっつ規定しているところではあるが、避

難行動要支援者名簿や個別計画の情報にっいて、災害の発生に備え、地域の実情に即して地

域防災計画の定めるところにより、社会福祉協議会、地域医師会、障害者団体、居宅介護支

援事業者や相談支援事業者、自主防災組織等の避難支援等関係者に対して、事前の提供を促

進する必要がある。

0 関係者には、避難情報に関する制度改正、ハザードマップや避難行動要支援者名簿.個別

計画の更新などの情報提供や情報共有をすることが重要である。

(発災時における名簿情報等の提供の在り方)

0 災害が発生し、又は発生のおそれがある場合において、市区町村が速やかに避難支援等関

係者に避難行動要支援者名簿や個別計画の情報を提供することを促進することが必要であ

る。

(名簿の更新)

0 避難行動要支援者の心身の状況や生活実態は、時間経過とともに変化し得るものであるた

め、名簿の更新サイクル、方法等は、地域の実情を踏まえたものであることが必要である。

0 名簿を活用した避難支援等を有効に機能させるために、更新にっいても、社会福祉協議会

が取り組んでいる地域の支え合いのネットワークなど地域の福祉活動と連携することが有

効である。
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(2)個別計画

<課題・背景>

(個別計画の取組状況)

0 災害時の避難支援等を実効性のあるものとするためには、避難行動要支援者名簿の作成に

合わせて、個別計画の策定を進めることが適切であるとの考えが「避難行動要支援者の避難

行動支援に関する取組指針」(以下「取組指針」という。)において示されてきた。

0 取組指針では、地域の特性や実情を踏まえつつ、名簿情報に基づき、市区町村が個別に避

難行動要支援者と具体的な打合せを行いながら、個別計画を策定することが望ましいことと

されている。

0 個別計画を策定することにより、避難先に、どのような方が避難するのか、どのようなも

のがどれだけ必要となるのかを把握することが可能となり、より有効な支援が可能となる。

0 避難行動要支援者名簿に掲載されている者全員について個別計画の策定を完了している

市区町村は 12.1%、掲載者の一部について策定が完了している市区町村は 50.1%となって

いる。(令和元年6月1日現在、消防庁調べ)

0 大分県別府市や兵庫県内の市町では、本人の心身の状況や生活実態を把握している介護支

援専門員や相談支援専門員等の福祉専門職に協力を得て、個別計画策定のための研修を実施

するとともに居宅介護支援事業所等に対し市町の委託費を支払い、実効性のある個別計画の

策定に取り組んでいる。兵庫県においては、県が主導して個別計画に係る標準的な取組を検

討し、全市町に取組を展開している。

0 自治体(都道府県、市区町村)における地域の状況に応じ、福祉専門職や社会福祉協議会

が参画した取組が行われている例があり、自治体と関係者との連携の在り方は、地域の実情

に応じて多様である。

《連携の伊j》

大分県別府市では、市役所職員であるインクルージョン・マネージャー(境界連結者)が、

市役所内外の関係者との間で丁寧に調整や仲介を行い、信頼関係を築き関係者をつなぎ合わ

せることにより、市役所内における防災・福祉等の関係部局の連結や避難行動要支援者本人・

近隣の居住者・福祉関係・行政機関等の連結などを図り、地域の社会資源の活用に結び付け

ている。別府市においては、障害当事者の協力を得ながら取組を進めており、一層の効果に

つながっている。

(更に実効性あるものとするための方策)

0 令和元年台風第 19 号において多くの高齢者が被害を受け、また、障害のある人の避難が

適切に行われなかった事例もあった。同様に、令和2年7月豪雨においても多くの高齢者が

被害を受ける結果となった。これらのことを踏まえれぱ、災害時の避難支援等を更に実効性

のあるものとするためには、何らかの方策が必要である。
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※過去の災害における高齢者の死者の割合(高齢者の死者数/全体死者数)

・令和2年7月豪雨

(うち熊本県

・令和元年台風第19号

・平成30年7月豪雨

(う柿助柳賭娠加餓頑甑

(個別計画と避難行動要支援者名簿の関係)

0 個別計画の策定が必要な者の優先度や個別計画の内容を検討する際には、当事者本人の心

身の状況や生活実態等の情報が必要であるが、これらの情報の把握を市区町村の防災担当職

員のみで行うのは難しいとの実態がある。

約 79%(63 人/80 人)

約 85%(55 人/鉐人))

約 65%(砺人/84 人)

約 70%a31 人/199 人)

約 80%(45 人/51 人))

(限られた体制の中で個別計画の策定を進めるための方策)

0 市区町村における人員等の体制は限られており、その中で、できるだけ早期に避難行動要

支援者に対し、計画を策定していくための方策や考え方の整理が必要である。

兵庫県においては、個別計画の策定を進める際に、優先度を踏まえた対応を行うことを検

討している。

※65歳以上

(個別計画の記載事項)

0 国では取組指針(※)で個別計画の参考として様式例を示している。

※避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針(平成25年8月内閣府)

0 自治体が示している個別計画の記載事項は、地域の実情、地域の検討結果を踏まえた内容

となっている。

※鉐歳以上

※愛媛県、岡山県、広島県の死者数のうち、60歳以上

※70 歳以上)

(避難を支援する関係者に係る万一の場合の補償)

0 避難を支援する関係者に係る万一の場合の補償にっいては、名簿情報の提供を受けた避難

支援等関係者(消防機関の職員等の公務災害補償等の対象者を除く。)が、災害が発生し、又

はまさに発生しようとしている場合において、避難支援等を実施するため緊急の必要がある

と認められるときに、避難支援等に従事したことにより、死亡し、負傷し、若しくは疾病に

かかり、又は障害の状態となった場合は、災害対策基本法第65条第1項、第84条第1項に

基づき損害補償の対象となると整理している。(平成27年2月19日付け内閣府政策統括官

付(防災担当)付参事官(被災者行政担当)付及び消防庁国民保護・防災部防災課連名での

事務連絡)
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<対応の方向性>

(制度的位置付けの明確化)

0 多くの高齢者が被害に遭い、障害のある人の避難が適切に行われなかった状況を踏まえ、

災害時の避難支援等を実効性のあるものとするためには個別計画の策定が有効である。

0 個別計画の策定について、更に促進されるようにするために、制度的な位置付けの明確化

が必要である。

0 現在の個別計画の策定状況を踏まえると、市区町村によっては、当分の間は新規策定を要

する方が多数に上るため、一時に策定するのが困難で、各要支援者の置かれた状況等支援の

必要性に応じて段階的に策定せざるを得ない市区町村もある。したがって、個別計画の制度

上の位置付けに当たっては、こうした市区町村の実情にも配慮する必要があり、個別計画は、

制度上、市区町村が策定に努めなけれぱならないものと位置付けることが考えられる。

(避難行動要支援者名簿の範囲と個別計画の対象者の範囲の関係)

0 避難行動要支援者名簿の範囲と個別計画の関係は次のとおり整理することが考えられる。

災害対策基本法で規定する「自ら避難することが困難な者であつて、その円滑かつ迅

速な避難の確保を図るために特に支援を要する」避難行動要支援者については、最終的

には、何らかの避難に関する計画(自主的に策定した避難計画、市区町村による個別計

画等)の策定が必要である。

一方で、「65歳以上であること」など避難能力に着目しない要件等を用いて避難行動要

支援者名簿を作成している場合、災害対策基本法で規定する「自ら避難することが困難

な者であつて、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るために特に支援を要する」避難行

動要支援者に該当しない者には個別計画の策定を必ずしも求めなくてもよい。

(個別計画の策定に係る方針及び体制)

0 個別計画の策定においては、当事者である避難行動要支援者が、家族及び関係者とともに

計画策定のプロセス、避難訓練、検証、見直し等を通じて、災害対応の意識を醸成し、避難

の意欲を高めることが重要である。

0 個別計画は、市区町村が策定の主体となり、関係者と連携して策定する必要がある。なお、

策定の実務として、当該市区町村における関係者間での役割分担に応じて策定事務の一部を

外部に委託することも考えられる。その場合であっても、市区町村は、個別計画の策定主体

として、適切に役割を果たすことが必要である。

0 個別計画を連携して策定する関係者としては、庁内の防災・福祉・保健・医療などの関係

する部署のほか、庁外の介護支援専門員や相談支援専門員などの福祉専門職、民生委員、町

内会長・自治会長等、自主防災組織、地域医師会、居宅介護支援事業者や相談支援事業者な

どの事業者、社会福祉協議会などの地域の医療・看護・介護'福祉などに関する職種団体、

地域で活動する障害者団体、地域福祉コーディネーター・専門機関・社会福祉協議会が主導

する住民による地域の支え合いのネットワーク等(以下「個別計画策定等関係者」という。)

がある。
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0 個別計画策定等関係者のうち、特に介護支援専門員や相談支援専門員は、避難行動要支援

者のうち介護保険サービス等の利用者にっいて、日頃からケアプラン等の作成を通じて、避

難行動要支援者本人の状況等をよく把握しており、信頼関係も期待できることから、個別計

画策定の業務に、福祉専門職の参画を得ることが極めて重要である。

0 また、個別計画を策定する際の関係者との連携は、福祉専門職や社会福祉協議会を始めと

して、策定の際に連携する相手方としては多様な主体が考えられることから、地域の実情を

踏まえ、自らの地域にとって最善な連携の在り方を検討することが重要である。

(優先度を踏まえた個別計画の策定)

0 市区町村の限られた体制の中で、できるだけ早期に避難行動要支援者に対し、計画が策定

されるよう、優先度が高い者から個別計画を策定することが適当であり、市区町村が必要に

応じて策定の優先度を判断する際には、次のようなことが挙げられる。

・地域におけるハザードの状況(浸水想定区域(フK防法)、津波災害警戒区域・津波災害特別

警戒区域(津波防災地域づくり法)、土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域(土砂災害

防止法)、噴火に伴う火山現象による影響範囲(活動火山対策特別措置法(基本指針)に基

づく火山災害警戒区域)等)

・当事者本人の心身の状況、情報取得や判断への支援が必要な程度

・独居等の居住実態、社会的孤立の状況

個別計画の策定にあたり、ハザードマップ上、危険な場所に居住する者にっいては、特に

優先的に策定すべきである。また、家族が高齢者であったり、同居家族の一時的な不在や昼

間独居など、避難行動要支援者本人が独り残されて被災する可能性がある場合は、優先度を

判断する際に留意が必要である。

0 優先度が高い者から個別計画の策定に取り組む一方で、各市区町村の限られた体制の中で

できるだけ早期に避難行動要支援者全体に計画が策定されるようにするためには、市区町

村が策定する個別計画として、①市区町村が優先的に支援する計画づくりと並行して、②本

人や、本人の状況によっては、家族や地域において防災活動を行う自主防災組織等が記入す

る計画(以下「本人・地域記入の個別計画」という。)づくりを進めることが適当である。

本人・地域記入の個別計画は、自分たちの命を自分たちで守るというエンパワーメントの

視点も踏まえられたものである。

0 優先度が高い避難行動要支援者から【市区町村支援による個別計画】の作成に段階的に取

り組みっつ、当該年度で【市区町村支援による個別計画】の対象とならない避難行動要支援

者には、【本人・地域記入の個別計画】にっいて策定の方法例を本人や地域に示し、取組を促

すなどの対応が必要である。

0 市区町村は、地域防災計画の中に、計画策定の全体像(【市区町村支援による個別計画】や

【本人・地域記入の個別計画】の策定)や優先して策定する基準等にっいて盛り込むことが

必要である。

(本人・地域記入の個別計画の取扱い)

0 【本人・地域記入の個別計画】の策定の流れは、次のとおり。
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(1)【本人・地域記入の個別計画】は、本人が記入、あるいは本人の状況によっては、本人の

家族や町内会・自治会、自主防災組織等が記入を支援し、市区町村に提出

(2)当該市区町村が地域防災計画で定めた必要な情報が記載されていることを確認できた場

合には、当該個別計画は、当該市区町村が策定の主体となっている避難行動要支援者の個別

計画として取り扱う。

したがって、【市区町村支援による個別計画】と【本人・地域記入の個別計画】のいず

れも避難行動要支援者の個別計画と取り扱うこととなる。

0 以下について、市区町村が適当と認めた場合は、個別計画として取り扱う。

(1)市区町村が定めた様式で必要な情報が記載されている場合

(2)地域や関係団体において作成した様式で必要な情報が記載されている場合(本人の了

解の下、自主防災組織などの団体が複数の要支援者をまとめて避難計画を策定してい

る場合を含む)

0 【本人・地域記入の個別計画】の在り方として、記入しやすいよう自己チェック方式とし、

チェックの結果に基づく避難計画の自己作成を働きかけるという仕組みや、さらに、自己チ

エックの結果、行政等の協力が必要と自己判断した場合の住民からの連絡窓口を設定し、避

難支援等が必要となる住民を把握する、という仕組みも考えられる。

(個別計画の対象とする内容)

0 個別計画の対象とする内容としては、自宅で想定されるハザードの状況、避難に当たり必

要となる、自宅から避難先までの移動の支援方法、避難先のほか、移動の際の持出し品、移

動時に必要な合理的配慮の内容など避難支援に関し市区町村が必要と判断する項目が考え

られる。避難生活における合理的配慮などの項目を個別計画に位置付けるかは、救急医療情

報など当事者本人が記録したものを災害時に活用する取組も考えられるため、市区町村に

おいて判断するものとする。

0 避難先に到着して以降の局面については、市区町村が、被災者支援に関するアセスメント

調査票や被災者台帳も活用して要配慮者の情報を防災・医療・保健・福祉などの各分野の関

係者で共有し、関係各分野の施策や取組を連携させて支援することが重要である。

具体的には、関連施策である、①都道府県保健医療調整本部による対応、②災害派遣福祉

チームΦ松T)による対応、③被災高齢者等把握事業による対応、④地域福祉計画に基づく対

応などと関連づけていく必要がある。

0 避難行動要支援者のマイ・タイムライン(※)について、当事者や地域がすべき対応が時

系列でまとめられることは有効であり、内容により個別計画の要件を満たしていれぱ個別

計画として取扱う、あるいは、個別計画を補完するものとして併せて作成することが望まし

い

※マイ・タイムラインとは住民一人ひとりのタイムライン(防災行動計画)であり、台風等の接近による大雨によ

つて河川の水位が上昇する時に、自分自身がとる標準的な防災行動を時系列的に整理し、自ら考え命を守る避難行

動のための一助とするもの。

0 移動により心身の状態の悪化を招く、特別な設備が必要であるなど、福祉避難所等に直接

の避難が必要な場合、個別計画策定の過程において、事前に避難先との調整を行い、具体的
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な手順等を定めておくことが適当である。

0 すでに策定されている個別計画についても、必要な情報が記載されていることが確認でき

た場合には、避難行動要支援者の個別計画として取り扱う。

0 取組指針の改正の際には、様式の例示に「自宅で想定されるハザードの状況」と「移動の

際の持出し品」等に関する事項を追記することが考えられる。また、上記の避難生活支援に

関する内容にっいても記載できる欄として、特記事項や留意事項などの欄を設けることが

考えられる。

(個別計画策定に必要な個人情報の収集に係る同意)

0 個別計画は、高齢者等の避難行動要支援者の避難の実効性を高めるために制度化するもの

であることから、個別計画の策定に当たっては、支援の可能性を高め避難の実効性の確保に

役立っものであることを避難行動要支援者に説明し、個別計画策定に必要な個人情報を収集

することを避難行動要支援者本人から同意を得ることが基本である。

こうした説明をした上でなお、同意を得られない例外的な場合でも、誰一人取り残される

ことなく避難できるよう、市区町村は、平時から避難行動要支援者名簿の情報を活用し、避

難先と避難を支援する者※を、あらかじめ調整して決めておくなど、避難支援を行うための

必要な配慮を行うことが適当である。

※消防機関、民生委員、社会福祉協議会、自主防災組織、地域の支え合いのネットワーク等が考えられる

《想定される配慮の仮j》

名簿情報の外部提供に係る避難行動要支援者本人の同意又は条例に特別の定めが、

[ある場合]・平時から、市区町村は、避難支援等関係者に、避難行動要支援者名簿

を提供

[ない場合]・平時においては、市区町村は、災害時にどのように避難支援等を実施

するかを計画し、避難支援等関係者に事前に人数やおおよその居住

地を連絡し、避難支援等を準備

・災害が発生し、又は発生するおそれがあるときには、事前に計画した

内容に基づき避難支援等関係者に名簿情報を提供し、避難支援等を

実施

このことは、個別計画(【市区町村支援による個別計画】、【本人・地域記入の個別計画】)

の策定が未済である避難行動要支援者全体に適用することが適当である。

同意が得られない場合も、引き続き、当該避難行動要支援者に同意するよう働きかけを行

い、個別計画を策定するよう努めることが必要である。この場合、日常からの関係性のある

人が関与することにより同意につながることがあることに留意すべきである。

また、地域で個別計画が十分活用されるよう、個人情報保護との関係にっいては、分かり

やすく説明していくことが必要である。

0 なお、個別計画への避難を支援する者の記載や記録、また、外部への提供に関しても避難

を支援する者の了解を得て行うことが基本である。
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(避難を支援する者の確保)

0 各地の市区町村の避難を支援する者の選定に関する定めは、地域の実情、地域での検討結

果を踏まえた内容とすることが必要である。避難を支援する者を確保するためには、地域住

民や消防団、自主防災組織等と要支援者をマッチングし、平時からの関係づくりを促すこと

などが重要である。

0 避難を支援する者が支援を引受けやすくなるよう、避難を支援する者の負担感を軽減する

ための取組が必要である。

《想定される取組の例》

・避難を促すための本人等への電話での連絡や安否確認などの一部支援も考えられる。

※個々の支援者の体力や状況等を踏まえ、複数人で役割分担し避難の支援を実施する

ことにより避難を支援する者の負担感の軽減が期待される。

※地域の社会資源を最大限に活用する、また、共助の力(高齢者でも障害のある人に

も役割がある、果たすことができる)を引き出すことにもつながる。

・避難支援の輪を広げていくためには、地域の避難訓練等を通じて、同じ地区内に住む

避難行動要支援者の支援を近隣住民が経験してもらうことも大切である。

・避難行動要支援者が寝たきりの場合など、避難を支援する者や自主防災組織等による

避難誘導が困難なケースについては、あらかじめ介護施設等による支援について調整

しておくことも考えられる。

(個別計画策定手順の主な要素)

0 個別計画の実施に関係する者が参加する会議(地域調整会議)を開催し、避難支援等に必

要な情報を共有し、避難支援等に関する調整を行うことが適当である。この会議には、地域

の実情に応じ、避難行動要支援者やその家族、福祉専門職や社会福祉協議会の職員、民生委

員、避難行動を支援する者、自主防災組織その他の個別計画策定等関係者が参加することが

想定される。避難行動要支援者と関係者が円滑に意思疎通ができるようにするなど、本人の

状況に応じた合理的配慮がなされることが望ましい。なお、庁内外の防災と福祉・保健・医

療などの関係者をつなぐことが、地域調整会議を円滑に実施する上で重要である。

0 避難先への経路を避難行動要支援者本人と避難支援者が実地に辿る避難訓練は、予行して

避難誘導上の留意点を確認することにより、個別計画の実効性を確保することが望ましい。

避難行動要支援者本人に前向きな変化が生じる可能性があり、また、避難先の雰囲気や避難

行動の状況を経験し、慣れることにつながる。

(更棄斤)

0 避難行動要支援者の状態の変化、ハザードマップの見直しや更新、災害時の避難方法等に

変更があった場合に更新することが必要である。また、個別計画の更新の考え方(契機、更

新が必要となる事情の変更、更新の周期など)に関しても、避難行動要支援者名簿と同様に、

地域防災計画において定めることが適当である。

Ⅱ



(避難を支援する者の安全確保)

0 避難支援の実施に当たっては、避難を支援する関係者の安全確保にっいても留意すること

が必要である。

0 消防団が行う避難誘導等の活動に携わる団員の安全を確保するため、津波到達時間に応じ

て活動時間を判断するなど退避ルールを定めている例もあることから、このような事例も

参考に、地域の実情も踏まえ、個別計画に基づき避難の支援をする者の安全確保を図ること

が重要である。

(避難行動要支援者や支援する者に負傷等万一のことがあった場合の整理)

0 個別計画については、計画に基づく避難支援等が必ず実施されることを保証するものでは

ないと位置付けることが適当である。このことから、計画策定主体である市区町村や、福祉

専門職や社会福祉協議会など個別計画の策定事務の一部を受託等した者、民生委員や自主

防災組織など個別計画策定等関係者、避難行動要支援者の避難を支援する者等に対し、その

結果にっいて法的な責任や義務を負わせるものではなく、あくまで避難の円滑化や避難行

動への支援の可能性を高める性格のものとして位置付け、周知することが適当である。

0 個別計画の実施は、避難行動要支援者名簿に基づく避難支援等と同様の行為であると考え

られるため、個別計画の実施において負傷等万一のことがあった場合も、避難行動要支援者

名簿に基づく避難支援等があった場合と同様に、災害対策基本法に基づく補償の対象とす

ることが適当である。

0 避難を支援する者や避難行動要支援者に負傷等万一のことがあった場合には、災害との因

果関係など所要の要件を満たす場合には、災害弔慰金の支給等に関する法律に基づく支給

や貸付の対象となる。

0 現状、避難訓練などの際には、民間の保険を活用し、負傷等万一の際に備えている例もあ

ることから、このような事例を参考に、個別計画に基づく避難支援等においても、負傷等万

ーの場合の補償や損害賠償等に備えることが考えられる。

0 こうした負傷等万一のことがあった場合の整理にっいて、個別計画に避難を支援する者と

して記載することの了解を得るためにも、分かりやすく説明していくことが重要である。

(個別計画策定の取組への支援)

0 個別計画策定の中核的な役割を担うことが期待される人材※の確保と育成を支援する仕

組を構築していくことが重要である。

※中核的な役割を担うことが期待される人材の例

・防災部局、福祉部局、福祉関係者など個別計画策定等関係者、地域を相互に調整、連結

し個別計画策定の工程全体をマネジメントする人材

・個別計画の策定に関与する知識・技術があり、参画する福祉専門職、民生委員、自主防

災組織などの関係者等

育成すべき人材像を明らかにし、効率的な人材育成が可能となるよう、研修やモデル事業

を実施して業務内容や研修教材等を蓄積して共有するなど全国の事例、知見を共有していく

ことが必要である。ウェブサイトを利用するほか、市区町村が知恵を共有する協議会のよう
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なものを現実の場で形成することも考えられる。

個別計画が制度された場合、関係省庁、都道府県、市区町村、研修機関、関係団体など多

様な主体が人材育成に取り組むことが想定されるため、役割分担の下、効率的・効果的な人

材育成が図られるためには、実施時期や内容などのトータルプランニングが重要である。

0 個別計画の策定にあたっては、福祉専門職など個別計画策定等関係者の参画などのために

一定の経費が必要となることが想定され、持続可能な制度とするためには、安定的な財源措

置が重要である。

また、自治体間で格差が生じないよう、財政的に支援することが重要である。

なお、個別計画の対象は、高齢者や障害のある人が中心であり、本サブワーキンググルー

プの有識者委員からは、中長期的には、介護保険法や障害者総合支援法等の枠組みの中で、

給付が個別計画策定の経費に充てられる検討がなされることを望む意見が出された。

0 個別計画の策定の普及に当たっては、国が自治体の協力を得ながら、モデル地区を設定し

PDCAを意識した取組を実施することにより課題抽出と検証を行うことで、その成果を踏

まえた改善を行い、これを全国展開することが重要と考えられる。

個別計画の策定は市区町村の限られた体制の中で実施される取組となる。このような中、

個別計画の策定に連携して取り組んでいただく福祉専門職等の関係者に過度の負担をかけ

ることなく、可能な限り早期に避難行動要支援者全体に計画が策定されるようにするために

は、効率化や合理化に役立つ取組の抽出、全国展開が極めて重要である。

0 個別計画策定や運用に関する具体的な内容は、地域の実情や地域での検討結果を踏まえ定

めることが必要であるが、今後、国において、取組指針を改定して留意事項や参考となる事

例を示すことが求められる。
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(3)福祉避難所等

<課題・背景>

(災害対策基本法における福祉避難所)

0 災害対策基本法の平成25年改正において、発災後に被災者が一定期間避難生活を送る場

として、生活環境等が確保できる一定の基準を満たす施設を指定する仕組み(指定避難所)

が同法に初めて位置付けられた。

0 福祉避難所は、指定避難所の一類型として政令において基準が示されるとともに、防災基

本計画において福祉避難所の指定に努めることとされた。また、「福祉避難所の確保.運営ガ

イドライン」が定められ、関連するチェックリストや指針が示されることにより、福祉避難

所の確保や開設時の円滑な運営に関する市区町村による取組が促進されてきた。

(福祉避難所の指定状況)

0 指定避難所は全国で 78,243 か所あるが、うち福祉避難所は 8,683 箇所にとどまる。これ

にっいては、指定避難所として公表されると、受入れを想定していない被災者や対応の難し

い要配慮者が避難し、福祉避難所としての対応に支障を生ずる懸念があることなどから、施

設管理者等が当該施設の避難所としての指定を望まないため、福祉避難所の確保が進まない

との指摘がある。

0 事前の協定締結などにより発災時に開設できる状態にある福祉避難所も含めると、その数

は 20,594箇所となっている。なお、指定避難所として指定するに至っていない理由として、

市町村への調査では、民間等の施設であること、受入体制等の確保が困難、一般の避難者が

避難することが懸念されるなどが挙げられている。

(良好な生活環境の確保を図る上で必要となる対応の変化)

0 避難生活において良好な生活環境の確保を図る上で、感染症対策、熱中症対策などの保健、

医療的対応の重要性が高まっている。

0 避難所においてチラシの配布や掲示、放送等により情報の提供などが行われるが、視覚や

聴覚機能などに障害がある人にとっては、余震などに関する避難情報、食糧や衣服の配布な

どの生活情報、暮らしの再建に係る支援などの必要な情報が伝わらない・得られないことや、

周囲の避難者との意思疎通ができず孤立するなどの状況があり、さらに、こうしたことがス

トレスとなって、体調の悪化が引き起こされることが、近年の災害の経験を通じて明らかに

なった。

0 被災地においても、障害のある人が、同じく障害のある人を支援するピア・サポート(※)

などの支援は非常に有効である。また、ピア・サボートにとどまらず、障害のある人が被災

地で支援活動を行う例も増えてきているが、受け入れられない場合もある。

※ピア.サポート:同じ立場や課題を経験してきたことを活かして仲間として支えることなど、同じような共通項と対

等性をもつ人同士(ピア)の支え合いをいうもの。
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(福祉避難所への直接の避難)

0 指定避難所の一般避難スペースで生活することが困難な高齢者や障害のある人等が避難

するに当たり、福祉避難所が二次避難所として運用される場合には、福祉避難所へ発災後、

直ちに直接の避難ができないとの指摘がある。

0 障害のある人等については、福祉避難所でない避難所(以下「一般避難所」という。)で過

ごすことに困難を伴うことがあるため、一般避難所への避難が難しい場合があるとの指摘が

ある。こうしたことから、平素から利用している施設へ直接に避難したいとの声がある。

0 障害児の避難先について、熊本市では、平成 28年熊本地震の経験を踏まえ、市内の特別

支援学校との協定に基づき、「福祉子ども避難所」制度が平成31年に創設されている。これ

により、特別支援学校の在校生とその家族及び未就学の障害児とその家族が、特別支援学校

への直接の避難が可能とされている。

(誰もが利用できる一般避難所にするための課題)

0 一般避難所内には、高齢者、障害のある人、妊産婦、乳幼児を抱えた家族、外国人等の避

難生活において合理的配慮を必要とする人々が存在することに加えて、女性の視点にたった

配慮や在宅の人への支援も重要であることを踏まえると、様々な避難者の相談窓口や支援を

必要とする人のための福祉避難所的な機能を備えたゾーンやスペースを確保する等の措置

も必要との課題、指摘がある。

0 なお、新型コロナウイルス感染症対策として、避難所としてホテル・旅館等を活用する際

の留意事項について内閣府から自治体あてに通知している。通知においては、避難所として

の開設に向けた準備として、高齢者や障害のある人等の優先的に避難すべき者を検討してお

くことなどを示している。

(福祉避難所の位置付け)

0 要配慮者の避難先となるべき福祉避難所など福祉的な支援を受けることができる施設や

スペース等の位置付けや在り方が明確でない。

<対応の方向性>

(避難生活における保健、医療、福祉的な面での質の確保)

0 避難後の避難生活においては、感染症対策や熱中症対策などの保健、医療的な対応の重要

性の高まりを踏まえ、保健、医療的な質の確保に向けた対応をするとともに、視覚や聴覚機

能等に障害がある人への情報保障やピア・サポートの観点からの配慮など避難者の状況に応

じた福祉的な面での質の確保も図る必要がある。

(要配慮者やその家族の二ーズに応じた避難先の確保)

0 要配慮者やその家族には、避難先の希望や医療機器の使用など様々な事情があることから、

その二ーズに応じた支援を行うことができる施設やスペース等の確保に努めることが求め
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られる。

0 具体的には、社会福祉施設や特別支援学校等、ホテル・旅館等、ニーズに応じた支援を受

けることができるスペースやゾーンなどがあり、福祉避難所の確保のため柔軟に検討する必
要がある。

0 なお、避難生活の段階を考慮して、当初から適切な避難先に避難することが有効であると
の視点がある。

0 また、特別支援学校にっいて、障害のある子供やその家族が避難するための福祉避難所と

なることも想定されるが、その際には、個々の特別支援学校の事情に留意しっっ、地方公共

団体が、人材の確保や備蓄等にっいて必要な支援を行うことが適当である。

(福祉避難所への直接の避難)

0 福祉避難所への直接の避難にっいて、現状においても制度上は実施可能であり、熊本市の

ように実施されている例もあることから、このような事例を参考に、地区防災計画や個別計

画等の策定プロセスを通じて、事前に避難先である福祉避難所ごとに、事前に受入れ者の調

整等を行い、避難が必要となった際に、災害の種別に応じて安全が確保されている福祉避難
所等への直接の避難を促進していくことが適当である。

(福祉避難所に受け入れる対象者を特定する公示制度の創設)

0 福祉避難所の指定を望まない理由として、指定すると受入れを想定していない被災者等が

避難してくることを懸念するとの意見を踏まえ、福祉避難所ごとに、受入対象者を特定して

あらかじめ指定の際に公示することによって、受け入れ対象者とその家族のみが避難する

施設であることを明確化できる制度を創設することが適当である。

この制度創設により、要配慮者の避難すべき先が明らかになり、想定していない被災者等

の避難がなくなるとともに、避難者数、受入対象者への支援内容、必要な物資の内容や数量

の検討、さらに、必要な物資の備蓄、非常用発電機などの設備の準備などにも役立っものと

考えられる。

こうした特定して公示できる制度と個別計画を組合せ、福祉避難所への直接の避難を促進

することが重要であり、当該福祉避難所が専門とする対象者や平素から利用している者の
避難の受け入れに資すると考えられる。

0 受け入れる対象者を特定して公示する場合、個別計画の策定過程を通じて対象者に十分な

周知するとともに、特定した対象者や避難可能人数等の情報をウェブサイトやSNS等も活
用して広く周知することが重要である。

0 指定を受けた福祉避難所の管理者が、災害時であっても本来の事業を継続するための事業

継続計画を作成することは、あらかじめ、避難者の受け入れに関する方針の検討にっながる

とともに、発災時において、まずは本来事業の利用者の安全の確保を図った上で、職員の状

況も踏まえながら、福祉避難所として、どれだけ避難者を受け入れられるかの判断をしやす

くするものである。このように、福祉避難所として避難支援の実効性を確保する上でも効用

が期待されるため、事業継続計画の普及啓発が必要である。

16



(福祉避難所等の位置付けの整理)

0 要配慮者の二ーズや受入施設の事情にも配慮しっつ、高齢者や障害のある人等の要配慮者

が必要な支援を受けることができる避難先を拡充し、要配慮者が避難生活を送る上でより

良好な生活環境を確保することが重要である。

0 福祉避難所など福祉的な支援を受けることができる施設やスペース等の位置付けについ

ては、法令(災害対策基本法施行令第20条の6第5号)の基準に適合する避難所を福祉避

難所として扱い、対象者を指定の際に特定して公示できるものとし、施設内の一部に、同様

に生活相談員等を配置する福祉避難スペースも福祉避難所の一形態として位置付けること

が適当である。

《参考》災害対策基本法施行令

(指定避難所の基準)

第二十条の六法第四十九条の七第一項の政令で定める基準は、次のとおりとする。

ー~四(略)

五主として高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要する者(以下この号において「要配慮者」という。)

を滞在させることが想定されるものにあっては、要配慮者の円滑な利用の確保、要配慮者が相談し、又は助

言その他の支援を受けることができる体制の整備その他の要配慮者の良好な生活環境の確保に資する事項

につぃて内閣府令で定める基準に適合するものであること。

また、一般避難所内に設ける、相談員等の配置をしない要配慮者のためのスペースは、

般避難所内の要配慮者スペースとして位置付けることが適当である。

0 したがって、同一の敷地の中で一般避難所と福祉避難所の機能がある場合には、福祉避難

所の機能があることを要支援者に周知する観点等からも、一般避難所と福祉避難所をそれ

ぞれ指定して公示できることを明確化することが適当である。

0 また、(必ずしも福祉避難所の基準は満たしていないものの)要配慮者の滞在を想定して、

要配慮者スペースを一般避難所に配置する場合は、要配慮者が適切な施設等に避難できるよ

う、あらかじめ住民(要配慮者、家族、周囲の支援者など)に情報発信をすることが適当で

ある。

(福祉避難所の基準等の周知)

0 福祉避難所を指定避難所として指定することを促進するため、福祉避難所に関する基準を

明確化して、自治体等に周知することが重要と考えられる。

0 明確化や周知等すべき点は、以下のことが考えられる。

.主として要配慮者を滞在させることが想定されるものについて、政令で定める基準に適

合する公共施設その他の施設を指定避難所として指定しなけれぱならないことをあらた

めて周知すること(災害対策基本法第49条の7、同施行令第20条の6)

「福祉避難所の確保・運営ガイドライン」(平成28年4月内閣府(防災担当))は、福祉

避難所としての指定要件を示しているものではないことを明確化すること

福祉避難所における生活相談員や福祉関係職員等の専門的人材の配置にっいては、常駐

は必ずしも必要ではなく、避難対象者に応じて確保するものであることをガイドラインに

明記すること

.小規模な施設またはスペースであっても、主として要配慮者を滞在させることが想定さ

れる場合には、福祉避難所として指定することが適当であることをガイドラインに明記すること
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(福祉避難所の受入体制、設備等)

0 引き続き、有資格者や専門家等(看護師、保健師、介護福祉士、社会福祉士、精神保健福

祉士、身体障害者相談員、知的障害者相談員等)の協力を得られるよう、平時から関係団体.

事業者と協定を締結するなどの取組みを行うことが重要である。

0 特に福祉避難所においては、災害発生時に停電した場合の通信、照明、空調及び医療機器

等の確保・維持のため、非常用発電設備等の整備に努めることが重要である。

(誰もが利用できる一般避難所に向けて)

0 一般避難所にも、相談窓口に加え、要配慮者と地域コミュニティのっながりの維持、感染

症対策などのためのスペース等を設けるなど利用者の二ーズに応じた配慮を行うことが重

要である。

0 要配慮者の滞在スペースにっいて、感染症対策や熱中症対策、良好な生活環境の確保のた

め、避難所の空間配置図等において計画することにより適切に確保し、あらかじめ住民に情

報発信することを促進することが重要である。

0 感染症対策や熱中症対策は、保健・医療職の関与が不可欠である。このため、保健.医療

職の助言を得っつ避難所の計画、検討を行うことが重要と考えられる。また、避難所の開設

後においても随時、必要に応じて保健・医療職に相談を行える仕組みづくりの検討を行うこ

とが重要である。

(広域的な取組)

0 市区町村の区域内における福祉避難所を指定する取組が行われた上で、当該市区町村の区

域内だけで福祉避難所などの要配慮者の避難できる避難所を確保することが困難な場合に

は、必要に応じて都道府県が調整し、他の市区町村と協定を締結するなど連携して、避難所

を広域的に確保する取組が必要である。

0 福祉避難所等に避難した要配慮者を支援できる人員を確保することが困難な場合にも、必

要に応じて都道府県が調整し、人員を広域的に確保する取組が必要である。
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(4)地区防災計画

<課題・背景>

(災害対策基本法における地区防災計画)

0 地区防災計画は、災害対策基本法の平成 25年改正において、平素からの防災への取組の

強化の一環として、「自助・共助」による自発的な防災活動を促進し、ボトムアップ型で地域

における防災力を高めるため加えられた。

阪神・淡路大震災や東日本大震災で明らかになった公助の限界や自助・共助の有効性を踏

まえ、地区住民等が自らの自助、共助による活動や行動をあらかじめ地区防災計画素案とし

て作成・提案し、地域防災計画に位置付けられることで、公助の計画と連携した実効性ある

防災活動・行動を確保しようとするものである。

(地区防災計画の役割)

0 令和元年台風第 19 号において、地区防災計画づくりに取り組んでいた長野県長野市長沼

地区では、地区内の各区長が集まり高齢者の避難を決定し、地域ごとの名簿をもとに電話と

訪問により避難の呼びかけを徹底し、足腰の弱い高齢者など要配慮者の避難に成功した。

0 地区防災計画は、地域のコミュニティレベルでの避難行動に大きく貢献するとともに、高

齢者・障害のある人等の避難行動要支援者の把握や避難の呼びかけなどを通じて、個別計画

を実践する上でも大変重要な役割を果たすことが期待される。

信十画作成支援者の不足)

0 地区防災計画の普及について、地区住民等が計画素案を作成する際に、地区住民等の機運

を高め、助言・誘導できるような計画作成を支援する仕組みや、支援者(地域での防災関係

の有識者、市区町村職員など)が不足していることが課題である。

<対応の方向性>

(地区防災計画の役割)

0 災害が発生した際に高齢者の避難が遅れる状況があり、その背景には、高齢者は情報を受

けにくく、かつ、その情報に対して危機感を持ちにくい実態がある。このため、高齢者の避

難には地域ぐるみの支援が必要であり、地区防災計画の役割が期待される。

0 地区防災計画の役割として、共助による健康加齢者の避難計画の作成を進め、地域におけ

る避難の実効性を高めることや、住民共通の関心事である防災を入口にして地域のつながり

づくりに取り組むことにより防災と福祉の連携を図ることが求められる。

0 個別計画は、自ら避難することが困難な高齢者や障害のある人等の避難行動要支援者につ

いて、関係者による避難支援の確保等を図るため、市区町村が策定主体となり、関係者や本
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人等の参画を得て取り組まれるものである。このため、地域内に個別計画が策定されている

場合、地域住民等は、地区防災計画の素案作成に当たり、個別計画において記載された避難

支援の内容を前提として、健康加齢者や避難行動要支援者を含む地域住民を対象に、避難そ

の他の防災の取組を計画する。したがって、地区防災計画では、個別計画で定められた避難

支援を含め、地域全体での避難が円滑に行われるよう、地域全体の中での避難支援の役割分

担や支援内容が整理され、両計画の整合性が図られるとともに、訓練等で両計画の連動にっ

いて実効性を確認することが重要である。こうしたことにっいて、地区防災計画の研修や指

針等を活用し周知・促進していく必要がある。

0 地区防災計画では、まずは命を守る避難にっいて計画することが重要であるが、さらに災

害関連死を防止するため避難生活にっいて計画することも望まれる。

(素案作成への支援)

0 地区防災計画は任意の法定計画であるが、災害の危険度の高いところから優先的に策定を

促すとともに、計画がインクルーシブな内容となるよう、また地域住民等が地区防災計画を

策定する際に個別計画との整合を図ることができるよう、地域住民等が地区防災計画の素案

を作成する際、防災、福祉、さらに可能なら医療的ケアを理解する方など地域の様々な分野

の方が関わることができる環境を整えるとともに、自治体の中でもこうした様々な分野の関

係者を調整・連結できる人材を育てていくことが重要である。このため、地域の様々な方が

関わって地区防災計画を策定するモデルや、様々な分野の関係者をコーディネートしたり、

さらに関係者の力を引き出すマネジメントを行い、地区防災計画の策定を支援する人材の育

成について検討が必要である。

0 地区防災計画の好事例づくりや事例集の作成など計画の普及啓発を推進する取組ととも

に、地域での防災関係の有識者、市区町村職員、高齢者・障害のある人等の当事者、高齢者.

障害のある人等の支援に知見のある者等が、住民等による地区防災計画の計画素案作成や

素案作成を通じた地域防災の担い手づくりを支援する仕組み、及ぴこうした支援人材を育

成する仕組みを考えること、また、地区防災計画への取組状況に見られる地域の温度差を埋

めるための仕組みづくりも併せて考えることが必要である。なお、具体的な支援人材の育成

の在り方等については、今後、様々な分野での人材育成制度を傭瞰し、必要な調整をしなが

ら検討していく必要がある。

(地区防災計画に係る取組の促進)

0 地区防災計画は、次の点に留意しつつ作成を促進することが必要である。

地域で命を守るためにはどのような仕組みがよいのか、どのような関係者にっながっ

てもらうべきかを、計画素案作成者や支援者が理解してイメージできることが重要で

あること。

・地区防災計画の素案作成には、多様な地域住民が参加し、意見を交換して意欲を高め

ることが重要であり、作成を通じてコミュニティ活動の活性化が期待できること。

地区防災計画の内容は、地域の実情に応じ、自由に定められることが地区防災計画の

重要な特徴であることから、計画の内容にっいて、地域の考えを尊重すること。
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個別計画を踏まえ地区防災計画素案を作成する場合、避難行動要支援者自身が、素案

作成の過程に参画すること、地域の関係者とつながること、ユニバーサルデザインの観

点等からも避難行動要支援者本人の意思が重要なことも理解して進めること、避難行

動要支援者自身が参画するためにはコミュニケーション等の支援が必要となる場合が

あり合理的な配慮にも目配りすることが重要であること。

避難行動要支援者には、ケアを担当するコミュニティ、地域コミュニティなど多層で

多元的なコミュニティが存在する。インクルーシブな地区防災計画とするには、こうし

たコミュニティの存在を反映することが重要であること。

(関係する制度との連結)

0 社会福祉法第107条で定める市町村地域福祉計画に盛り込むべき事項に「地域における福

祉サービスの適切な利用の促進に関する事項」があり、当該事項の内容のーつとして、ガイ

ドラインでは、「避難行動要支援者の把握及び日常的な見守り・支援の推進方策」が挙げられ

ている。また同ガイドラインでは、関係する他の計画(市町村地域防災計画等)の策定の際

には、地域福祉として一体的に展開することが望ましい分野については、地域福祉計画にも

位置付けるなど地域福祉計画を積極的に活用していくことも考えられるとされている。

このため、市町村地域防災計画に地域福祉とも関わる内容を含む地区防災計画を定めたと

きは、その関わる部分を地域福祉計画にも位置付け、市区町村の庁内外において福祉と防災

の施策をそれぞれの固有部分を意識しながら連携させて進めることが重要である。

0 水防法及び土砂災害防止法に基づく避難確保計画など他の法律に基づく計画との整合性

についても留意することが必要である。
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3 最終とりまとめを踏まえた対応

(対応の方向の概要)

0 本最終とりまとめにおいては、個別計画等の制度上の課題を踏まえて、次のとおり対応の

方向をまとめた。

・避難行動要支援者名簿に掲載すべき者が掲載されないことを防ぐため、福祉専門職や

かかりっけ医などの医療職のほか、地域の鍵となる人や団体との連携が必要。

・災害時の避難支援等を実効性のあるものとするためには、福祉専門職や社会福祉協議

会などの個別計画策定等関係者と連携した個別計画の策定が有効。個別計画の策定を

さらに促進するため、制度上、市区町村が策定に努めなけれぱならないものとして位

置付けを明確化。

・福祉避難所ごとに、受入対象者を特定してあらかじめ指定の際に公示することによって、受

け入れ対象者とその家族のみが避難する施設であることを明確化できる制度を創設。

'地域内に個別計画が策定されている場合の地区防災計画の素案作成に当たっては、個

別計画において記載された避難支援の内容を前提として、地域全体での避難その他の

防災の取組を計画することについて、周知・促進。

このような方向を踏まえて、国や自治体においては、制度の実効性を高めるため、今後、

運用上の課題に取り組むことが重要である。国においては取組指針の改定に取り組むとと

もに、自治体においては、限られた体制の中での準備となるところではあるが、地域防災計

画の改訂などに取り組み、準備に遺漏ないよう努めていただくことを望む。

(国に求められる対応)

0 最終とりまとめを踏まえ、政府においては、必要な制度改正、財政支援に取り組むととも

に、より具体的な制度設計に取り組み、既存の指針やガイドラインの改定作業、事例の紹介

を進め、自治体や関係者が高齢者等の避難の実効性確保に取り組めるよう見直し内容の周

知や支援を行うことが必要である。

(自治体に求められる対応)

0 個別計画をはじめとして、本とりまとめの内容を実施するに当たっては、防災分野と福

祉・保健・医療等の各分野の施策や取組の連携(連結)が重要である。その際、人づくり.

地域づくりの観点や、自治会(地域住民)をはじめとする庁内外の関係者との協働の観点が

重要である。

0 自治体(都道府県、市区町村)においては、本サブワーキンググループの最終とりまとめ

の内容や地域の実情、自治体におけるこれまでの取組との継続性なども考慮して、今後の対

応の検討など準備に着手することが期待されるため、国として支援してぃく必要がある。特

に、個別計画にっいては、多くの論点があり、また、関係者も幅広いことに留意が必要であ

る。

0 都道府県の関与により、管内の市区町村の事例や経験の共有が図られること等により、市
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区町村の取組が標準化され、単独での取組と比較して効果的・効率的な実施が期待される。

このように都道府県の役割は重要であり、都道府県と市区町村で対応について検討し、特

に、人材育成や関係団体との調整など広域的に取り組むことが効果的・効率的となる事項に

つぃては、都道府県の関与による個別計画策定促進の取組の実施を検討することが期待さ

れるため、国として支援していく必要がある。
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《学識委員》

はじめ

◎

令和元年台風第19号等を踏まえた高齢者等の避難に関する

サブワーキンググループ委員名簿

あぺ

阿部

えいいち

英一

あぺ

阿部

跡見学園女子大学観光コミュニティ学部教授

かずひこ

一声

いいじま

飯島

全国社会福祉協議会政策委員会委員

かただ

片田

じゆんこ

浮子

日本障害フォーラム代表

としたか

敏孝

さかもと

阪本

東北大学大学院法学研究科教授

しみず

清水

まゆみ

真由美

東京大学大学院情報学環特任教授

きよし

聖士

たつき

立木

兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科教授

しげお

茂雄

たなか

田中

千葉県鎌ケ谷市長

あつし

淳

たむら

田村

同志社大学社会学部教授

けいこ

圭子

ながしま

長島

東京大学大学院情報学環特任教授

いしかわ

石川

きみゆき

公之

新潟大学危機管理本部危機管理室教授

ほしな

保科

ひろみ

広己

公益社団法人日本医師会常任理事 7/16~

くにお

郷雄

むらの

村野

公益社団法人日本医師会常任理事

やまさき

山崎

じゅんこ

繹子

宮城県丸森町長

えいいち

宋一

※丸括弧 0 内は交代前の委員を示す。

別府市共創戦略室防災危機管理課防災推進専門員

関西大学社会安全学部教授
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《行政委員》

中込

かわむらけんじ

(河村賢二

なかごめあつし

淳

令和元年台風第19号等を踏まえた高齢者等の避難に関する

サブワーキンググループ委員名簿

塩井

にしざわ

(茜澤

しおい

内閣官房国土強靱化推進室参事官 7/31~

なおひこ

直彦

けんたろう

賢太郎

あらたけ

内閣官房国土強靱化推進室参事官

荒竹

内閣官房副長官補(事態対処・危機管理担当)付内閣参事官 8/31~

ひろゆき

宏之

あわい

粟井

内閣官房副長官補(事態対処・危機管理担当)付内閣参事官

あつし

敦

たかごうかずま

鷹△一盲

(腎島章詳

消防庁国民保護・防災部防災課長 7/31~

あきひこ

明彦

消防庁国民保護・防災部防災課長

文部科学省総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課安全教育推進室長

厚生労働省大臣官房厚生科学課健康危機管理・災害対策室長 IV9~

厚生労働省大臣官房厚生科学課健康危機管理・災害対策室長

厚生労働省医政局地域医療計画課在宅医療推進室長 8/31~

厚生労働省医政局地域医療計画課在宅医療推進室長

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課地域生活支援推進室長 8/31~

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課地域生活支援推進室長

はせがわまなぷ

学長谷川

(島旺1 志'

河村のり子

(鳥盆櫨

かわむら

ささごそういちろう

笹子宗一郎

おざきもりまさ

(鳥崎守正
たかむらゆうへい

高村裕平

ないとう

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課長 8/31~

内藤
まさひこ

厚生労働省老健局振興課長

正彦

よしゆき

美幸

国土交通省水管理・国土保全局河川環境課長

国土交通省水管理・国土保全局防災課長 8/31~

こうそう

国土交通省水管理・国土保全局防災課長

とおる

透

ひでとし

秀敏

まつむら

国土交通省水管理・国土保全局砂防部砂防計画課長

松村

国土交通省国土地理院応用地理部長 IV9~

国土交通省国土地理院応用地理部長

たかゆき

※丸括弧◇内は交代前の委員を示す。

崇行 気象庁総務部参事官(気象・地震火山防災)
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第1回

サブワーキンググループの開催内容(開催経緯)

時期

令和2年

6月19日

第2回

検討内容

・サブワーキンググループの概要

・高齢者等の避難に関する制度検討における論点等
・ヒアリング

(大分県別府市、兵庫県)

・今後のスケジュールについて

令和2年

7月16日

弟3回

・高齢者等の避難に関する制度検討の考え方の整理
・ヒアリング

(日本介護支援専門員協会、日本相談支援専門員協会、
豊中市社会福祉協議会)

・今後のスケジュールについて

令和2年

7月31日

第4回

・地区防災計画に関する有識者ヒアリング

(札幌市、磯打千雅子氏(香川大学地域強靭化研究センター

特命准教授))

・要配慮者(障害児)の避難に関する有識者ヒアリング

(熊本市)

・高齢者等の避難に関する制度検討の議論

・今後のスケジュールについて

第5回

令和2年

8月31日

令和2年

9月25日

第6回

・令和元年台風第19号等を踏まえた高齢者等の

避難の在り方について(中間とりまとめ骨子(案))

・今後のスケジュール1こついて

令和2年

10月28日

第7回

・令和元年台風第19号等を踏まえた高齢者等の

避難の在り方について(中間とりまとめ(案))

・今後のスケジュールについて

令和2年

11月9日

令手口元年台風第19号等を踏まえた高齢者等の

避難の在り方について(中間とりまとめ)公表

令和2年

12月1日

第8回

・令和元年台風第19号等を踏まえた高齢者等の

避難のあり方にっいて~最終とりまとめに向けての検討事項~
・今後のスケジュールについて

・令禾a元年台風第19号等を踏まえた高齢者等の

避難のあり方にっいて~最終とりまとめに向けての検討事項~

・令手口元年台風第19号等を踏まえた高齢者等の

避難のあり方について(最終とりまとめ素案)

・今後のスケジュールについて

令和2年

12月21日

令和2年

12月24日

令手口元年台風第19号等を踏まえた高齢者等の

避難のあり方について(最終とりまとめ(案))

今後のスケジュールについて

令和元年台風第19号等を踏まえた高齢者等の

避難のあり方について(最終とりまとめ)公表
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(1)避難行動要支援者名簿に関する資料

2



近年の衆雨災害における局齢者等の被害吠況等にっいて①

0 近年頻発する豪雨災害において高者に被害がしており台風19号等における障皇当事者「ンケートか、は皇
者等の避難に関する課題も指摘されたところ。'園

や陛苔▲等が実に避できるための士みのが必
平成30年7月雨

0被の大きかった愛媛
者数が、岡山県では水
0

平成30年7月牙雨による人的被害の特徴

、岡山、広での陳因別死者数をみると、広では土砂災
1、よる死数の占める割合が多かった

ムξ1 、

40代

J0イ、 10イ

2鵠 1弊

0

3県の原因別死者数 3 の年別死者数
3鳴からの恨供データ冉〒ナに次m寺にt作辰

平成30年7月雨による水害・土砂災害からの避に関するワーキンググルーブ(第1回)資料より抜粋

倉市町における人的害

0平成30年7月雨において市町村別死者数が最大となった倉敷市の死者52人のうち、51人
が真備町に在住。ー'

70 '上 t 今0%
0空中写真から判読の流出家屋は7箇所のみであり、真備地区での犠者のほとんどが、非
流出家屋の屋内で難の可能 0

(平成30年7月雨による人的被害等にっいての調査(速報):静岡大学防災総合センター
授牛山素行)

平成30年7月雨による水・土砂災からの避に関するワーキンググループ(第1回)資料より抜(一部改変

雲僅桑

,1客1、'る死

抽"鳩

般

土秒'客

田山

'る死令 その他(

広県

国干哨・死1

による死

1」

令和元年台第19号

~如代 M代

水響にょιチ

如气'of,. 50代

土抄武省にょし

0台風第19号1一よる死者は84名(12月12日現在:災害関連死を除く)
ξ、%

、

、L 、74%

05敬以上05%

貞市凝五

人

釦气 Mt. 代釦代

゛0他( Wξり・闘゛托)

n臼

台風第19号による被害の特徴

死者(関死除く)

死者(災害稜別)

その10.
6名

敵

%

＼＼

0
出捧

30

平成30年7月雨による水害・土砂災害からの避難に関するワーキンググループ(第1回)資料より抜粋

害当者アンケート

^
Q) 元厶風 19園によ"において や の々の'ち力で
ること力ξナ、,ー の'や' にし P のについてえて
くだい くいかナ'かったとの

A)一人らしをしている知的障害のある方が「避するタイミングや避難場が分
か'六'ーと話されていた。また、同様に一人暮らしをしてぃる視覚障害のある
方が「避をしてくれる人がいないと避難できなし、」と話されてし寸島

平成30年7月豪雨による水害・土砂災害からの避に関するワーキンググループ(第1回)資料より抜粋

ナ、'

壇 掃 批鳳

0

芳室鳳

66壊以

死者(年代別)

雛ホ

1 塾、10ιヤ
2 气%

敷

キ倶 千嘗

65虞禾

古



近年の尿雨災害こおける局齢者等の被害吠況等について②

令和2年7月豪雨

①令和2年7月豪雨による死者は80名(8月12日現在、災害関連死を除く。)。
②65歳以上の高齢者が約79%(熊本県では、約85%)を占めた。
③約81%の方がフK害で亡くなっナニ。

死者数(関'死除く)
(人)(i) 信十80名 8/12時点)

10

55

0

一傑縦
福岡県 長崎県 大分県鹿児島県愛媛県

65歳以上死者数 65歳未満死者数

【年代別死者数(80名)】

③

20代

1%

40イ

40

広県

【災害別死者数(80名)
その他1名1%(※)

60~64歳;

5%

長野県 静岡県

②
65歳以上
約79%

晴争岡↓冥】
倒木による停電からの電力複旧作英中に死亡

※内閣府で報道を元に整理

水害
65名
81%

ー
ー

者
他
、



1959年(昭和34年)

1961年(ヨ召和36年)

1980年代頃(昭和60年頃)

局齢者等の避難に関る術1度的変遷とこまでの議論
伊勢湾台風発生

SS皇、基; "定

「災皇弱」という言葉ξ使わ始める

阪神・淡路大震災発生1995年(平成7年)

2004年(平成16年)

2005年(平成17年)●

2006年(平成18年)●

災害時要援護者の避難支援ガイドラインを改訂
2007年(平成19年)● ff生'1. '〆'1 J/,,,./こ'お/プ'る三女と仏 ffの'・'i/.ニ".る;,ム^'、!

災害時要式護者、策の進"方にっいて~避難支援ガイドラインのボイントと先進的取組事例~を作成

2011年(平成23年)東日本大震災の発生

ι畢,,,・ i/え空'- f'.'三デ r肩'", ff^、手;.4) 二三ム
宇ff ' 4):房ヤ,彫./、ニ'"・る.t ,プ会
'

;上一序

之去,",正法 49 の10避'一動 定が 言、

2013年(平成25年)

避難行動要援者の避難行動支援に関する取組指針を策定

2019年伶和元年)令和元年台風第19号発生
^

々元厶風 lg号/こよるfぢ生ガ、らしつ、子/こるクー中ンククソムープ
庁征' Aむ吉の/こっいてぱα下のサブワ一牛ングクンbープて引き士きfゞム

取0年伶和2年) A口元 j存厶風 19号をまえたー一▲の避にするサブワーキンググル_プΞ

一連の風水害発生

.._./こお/プ'.
三

災日 1-'1'κ

2012年(平成24年)●

jぞ宇

(観測史上最大となる10個の台風が上陸)

ー、'及び菖'-4):紗,/'序./.ニ"・る ^:ー'.^'

"イドーインを作成し、災三:・ ¥しの過摸^につし、て方針を定める膨

厚

.
一
一 会

▲
.
"る/X

,
ニ

皇
・
・

野
▲

工L4=

三



避難行動要支援者名簿の制度①佛え要)

平成25年6月の災害対策基本法の一部改正により、市町村に対し、要配慮者のうち、災害発生時の避難等
に特に支援を要する方の名簿(避難行動要支援者名簿)の作成を義務付けた制度。

(避難行動要支援者名簿の作)
第四十九条の十市町村長は、当該市町村に居住する要配者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある
場合に自ら難することが困難な者であって、その円滑かっ迅速な避難保を図るため特に支援を要するもの(以下
「避難行要支者」という。)の把握にめるとともに、地域防災計画の定めるところにより、

^

こ

ために Pか'の生は
す^

のののつしての

要支者(ユ下この条及ぴ次条第一項において「避ためのと
^

とい

名簿」という。)を作成しておかなけぱならない。

《制度イメージ図》

避慰行動妥支援者

'ム

^

価 U -
'

n=1,740

"

炎

(赴会富

出設瞥項

、ニ.

ら避叢することが困
"や長期

の鮒応と写り寧す.)

名般を早時から

支塑名に慢供して

よい力

r'、

"傭

方

写どの力は

田令和元年6月1日現在作成済

受援考(選雛支援等1劉係名)

市町村

^

'江^貞φ

同意

《制度内容》

避難行動要支援者名箕の作成を
市町村に鶴務付けるとともに、その

作成に爪し必要な個人情報を利用で

きること。

②避雛行動要支援者本人からの回
時から消防機関や民意を得て、

生委、等の避難支援等関係者に情報
堤供すること。
※ただし、 、;10 'J .

ー゛
.』、,

よ6 1'、d,

③ i こ1▲1_,(: 1▲ t .'
^ ^

恐れが生じ、..合には、本△_の同竹
の有無にかかわらず、名鋒報を避
難支援等鬨係者その他の者に提供で
きること。

4 名癒、報の提供を受けた者に窒
秘鶴務を課すとともに、市町村にお

いては、名麻、報の漏えいの防止の
ため必要な措西を講ずること。

ー゛

豆.、 1・

行動要支提

名傭の作成

^

、.
'

胸"した方の

名、.怒の提供

口令和元年度末までIL作成予定

《名癒情報伊」》

氏名

性別
電話番号

【策定率】

名簿作成済.1720団体 98.9%
(令和元年6月1日現在、消防庁調べ)

口令和2年度以降作成予定

18

10

生年月日

住所・居所
など

1,720

98.9

=

1

六
行

コ
C

弐



災害対策基本法上の定義

要1上・・者・.「,,齢者、、エ'・ξ"者0、乳幼児その他の特1二,".を要す局者』(災容対策基本法第8久第2項第15号)
避難行動要支援者

^

取組指針(※)1こおける避難行動要援者の範囲 ※)避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針(平成25年8月)

0 高齢者や障害者等の要配慮者の避難・能力の有無は、主として.以下の点に着目して判断することが想定される。
①警戒や避難勧告・指示等の災害関係情報の取得能力'」'゜
②避難の必要性や":難方法等にっいての判断能力
③避難行動を取る上で必要な身体能力

避難行動要支援者名簿の制度②(概要)

0 真に重点的'優先的支援カミ必要と認める者力斗昌鞠サ象力、ら漏れることのないよう、きめ細かく要件を定める必要がある。
伊D 避難支援等関係者とされた者の判断による名簿の掲載や自ら名簿への掲載を求めることができる仕組

取組指針で示されている要件の例

【自ら避難することが困難な者にっいてのA市の伊n
生活の基盤が自宅にある方のうち、以下の要件に該当する方
①要介護度認定3~5を受けてぃる者
②身体障害者手帳1・2級(総合等級)の第1種を所持する身体障皇者
③「療育手帳A」を所持する知的障害者園
④精神障害者保健福祉手帳1・2級を所持する者で単世帯の者
⑤市の生活支援を受けている難病患者
⑥上記以外で自治会が支援の必要を認めた者

その他の判断要素等

避難行動要支援者名簿の対象者は在宅者(一時的に入所、入院している者を含む)を優先
・同居家族の有無

◇茎

(,し臓じ人明哉機朋^みで該当するものほ除く)
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市町村における掲載要件の現状

0消防庁の調査(※)1こよると、
が'::{亨^J=_

0また、これらに加え、

「65」以上のみの・ーの・「65 以上の =

婦・産婦」「外国人」等の基準や、
「民生二呈の"1「、が必と認めた

を設けている市町村もある。

1,147(667%)

1,087(632%)

避難行動要支援者名簿の制度③陥簿の掲載者)

蚕、 ^

避難行動要支援者名簿に掲載する者の市町村アンケート結果

^

立^ 禹けている言刃そ、1こおける 1としては

るいずれも9割以上の市町村が設定)。
※)避難行動要支援者名簿の作成等に係る取組状況の調査結果等(令和元年11月13日消防庁)

要介護認定を受けている者

知的.害者

精神障害者

自ら掲載を希望した者

難病患者

自治会等が支援の必要を認めた者

その他
n=1,720

1,680(9770')

1,595(927@')

,1 12(64.フ、)

身体障主者 1.ゞ"心Y.y"村典.典W典.驫Yムゞ"心W典.驫、ゞ驫."驫Yムゞ驫Y"ムゞ""小ゞル."吋●、"ル.".、1 1,708(993%)

「医療依存度が高い方(透析や在宅人工呼吸器使用者)」

による

0"000

「三主山fs a 'の

纂侭'゛写髭白ド、:、電;竜点窓.S念慕窓C゛M:゛父゛父藁斡゛念'窓リ誘導窓リ臣ら'りムサ'りルサルリ典ぜムリ丸サ典 1700(9880)

゛゛+゛+゛.,+,+゛+゛.号+◆+゛、,+◆+゛+●十●+◆゛゛十゛+゛'◆+゛+◆+゛゛,+゛+゛十゛+◆゛●、,+゛.゛◆゛+゛+,◆◆+◆゛◆゛'◆+◆

.司:',';ト.◆'ト.●:.^゛';ー.●司.゛;、◆'1"●;、゛;.゛'ト'゛'1",;、゛;、,'ト.゛4゛',、.、●、→;、.゛づ'.-4^゛'→司.,'ト'ト.七.゛'→;.+'ト.4;.七'生ト,'.、.→;.゛、^.;、゛、..、.七..→;、','.'ト..七、.主.'1'゛...勺、....

゛゛主ト.゛゛、.゛゛4:.゛」゛^゛゛、゛.,J.゛:←,゛゛、.゛.,'ー゛゛、゛゛,'ー!..,'→:,,ナ→:.f,'→:,'゛゛゛゛゛、.゛+゛、.゛゛.':ト.:,"゛゛,'^゛:トJ.;.゛:ト,゛:、゛.,ー:,4;,'ト゛

゛●◆◆゛゛◆゛゛●゛゛゛゛゛◆◆゛゛゛◆゛゛◆゛゛◆◆◆゛◆゛◆◆゛゛゛゛◆゛ー゛゛゛申◆◆゛◆◆゛

,

50.0%

゛......................'..........,

等の個別判断基準

゛→!,.,.'1,.,ト+ト.ゞト..斗.゛.゛、.,ト゛:ト..,'1,..!ー+、゛→,゛,+1,゛.:'.゛゛゛→:,.,',゛゛、.゛.゛:ト゛.,→:,.,→,゛゛→!,゛,'令゛,→,→,.11,゛,^゛,゛!,◆':1.゛゛,→!'゛,→
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(出典)避難行動要支援者名簿の作成等に係る取組状況の調査結果等(令和元年11月13日消防庁)

「知的

「妊

720(41.9%)

100.剖0

=
一



ート結果三 尻、
■

QI0 避難行動要支援者の避難支援等の課題
0 恐r行動要支援者の逐曇枝援等における課題にっい

・ 5割強の自治体が「「真に避難支援を要する者」
のについてし・^、

n=1,729

1009'0

9

避難行動要支援者名簿の制度④噛治体における課題)

防災・危機管理部局や保健・福祉部局と地域D自主防災組織、民

生委、民間福祉業所等、庁内外の関係者が連携して支援体制

を楕築する必腰があるが、これら関係者をっなぐ役割の人材やノウハウ

が不足している.

名簸掲載者に災害時に自ら避難することが可能な者も含まれてぃる

可能性があり、「に避難支援を要する者」を正確に把握できていな

い.

避難行動要支援者の避難の実効性を高めるためには、平時から避難

支援等関係者に対して名簿情報を提供しておくことが重要であるが、

避難行要支援者本人の同意を得ることが難しいため、提供が進ま

ない。

09'0

令和元年台風第19号等による災害からの避難に関するワーキンググループ(第2回)資料より抜粋(一立β追記)

避難行要支援者の避難支援等の実施のためには、地域1こおける

支援体制を橋築しておく必要があるが、地域住民の十分な協力が得
られない.

109'0

、貴市町村の考えに近いものを選んでください。

を正確に把握できていない。」と回答。
がに

避難行要支援者の避難支援等の実施のためには、地域ιこおける

支援体制を築しておく必要があるが、'行動要支援者本人の参

画力町尋られない.

209'0 309"0 40q'0 509'0

その他

609"0

13.1%(22刀

33.1%(572)

(複獅巽択可)

107%(185)

587%(1,015)

313%(541)

709、0

552%(955)

80yo 909,'0



事前の名簿情報の提供(

のに必オ'声で地域防災計画の定めるところにより、消防機関2 市町村長は、託の生にえ'

都道府県警察、民生委員法(昭和二十三年法律第百九十八号)に定める民生委員、社会福祉法(昭和二十六年法律第四
十五号)第百九条第一項に規定する市町村社会福祉協議会、自主防災組織その他の避難支援等の実施に携わる関係者

白、ものとる。ただし、当該市町村の条例(次項において「避難支援等関係者」という。)に対し、、
、、名簿情報を提供することについて杢△(当該名簿情報によつて識別される特定の個人に 11のめがる日△

をいう。次項において同じ。)の百デ'が乍られナ'い'△は、この限りでない。

避難行動要支援'名簿の制度⑤(事削の名簿情報の提供)

事前に名簿情報を提供しておくことの意義

ハに日共れ共されていること、い'とい'との"'邑・かつ迅'な'ま、,から'¥ の

実施に結びつくため、市町村はあらかじめ避難支援等の実施に必要な限度避難支援等関係者に提供することが求められる。

市町村における事前提供の状況

平常時からの名簿情報提供人数

避難行動要支援者数

人口に占める避難行動要或援者数

名簿情報を事前提供している者の割合

フ,8@3。フ@2

3,151,969

6.1%

40.4%

RI

フ,840,889

3,226,241

6.2%

41.1%

(令和元年6月1日現在、消防庁調べ)

十37,187

十74,272

+0.1

十0.フ
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避難行動要支援者三簿の制度⑥(条例に特別の定がある場合)

条例に特別の定めがある場合とは

条例の特別の定めがある場合」とは
0 災害対策基本条例等の特別の条例を根拠とする場合
0 個人情報保護条例における規定を根拠とする場合
仮D 「個人情報保護審議会の意見を聴いて、公益上の必要があると認めたとき」など

条例の特別の定めに関する取組状況

30

131 (フ.8%)特別の定めがある市町、数 136 q.9%)

1,556 (922%)特別の定めがない市町村数 1,584 (92.1%) +28

条例タイプ1 例を制定し、平常時から避 対し、名簿月報を提供

山形目町(平'28 3 14日)
「遊佐町災害対策基本条例(抜粋)」

第15条町は、避難行動要支援者の災害時における安全確保のため、支援体制をあらかじめ整備しなければナ、らナ、い。
2 町は、前項の支援体制の整備及び災害時の支援活動のため、町が保有する個人報(遊佐町個人,主報保護久例(平成15年久例第1
号)第2条第1項に規定する個人情報をいう。)を法第49条の10第2項各号に規定する範囲で避難行動要支援者への支援活動等のた
めに収集し、避難行動要支援者名簿を作成のうぇ、内部で利用することができる。'
町長は、災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、自主防災組織及び民生委員法(昭和23年法律第198園)に規定す3

る民生委員をはじめ法第49条の11第2項に規定する範囲の関係者に対し、避難行動要支援者名簿の報を提供することができる。
0 '<八 ','29 6 23日

:

「八幡浜市避難行動要支援者名簿に関する条例(抜粋)」
(目的)

第1条この条例は、災害対策基本法(昭和36年法律第223号)及び八幡浜市地域防災計画の定めに基づき、避難行動要支援者にサする円縄か
つ迅速な避難支援等を実施するための基礎となる名簿の作成及ぴ避難支援等関係者への名簿情報の提供等に関し必要ナ、事項を定める
ことにより、災害時において避難行動要支援者の生命及ぴ身体を災害から護することを目的とする。
(名簿情報の提供)」゜
第4条市長は、災害の発生等に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者に対し、名簿 報を提供するものとする。た
だし、福祉施設その他の自宅以外に居住する者に係る名簿情報の提供にっいては、この限りでナ、い。

11

(令和元年6月1日現在、消防庁調べ)

増

+5



条伊汐イプ2 条伊11齢1旋し、本肋Yつ拒否U恵思表F力ぬし限り、平榔勃喝自主券絲識祁Π勾自j台^コ匙キ
(いわゆる逆手上げ方式)

0 {戸七ケ浜町(平成30 6 13日)
「七ケ浜町避難行動要支援者の名簿情報の提供に関する条例中劣」
(名簿情報の提供)

第4条町長は、災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者に対し、避難行動要支援者の同意を得ることな
く当該避難行動要支援者に係る名簿情報を提供することができるものとする。
2 前項の規定にかかわらず、町長は、避難行動要支援者が、規則で定める方法により、当該避難行動要支援者に係る名簿情報の提供
の拒否を申し出たときは、当該名簿情報の提供をすることができない。

避難行動要支援者名簿の制度⑦(条例に特別の定めかある場合

0 兵戸θ石(平成28 3月24日)
「明石市避難行動要支援者名簿情報の提供に関する条例中劣」

(名簿情報の提供)

第3条市長は、災害の発生に備え、法第49条の11第2項の規定により、避難支援等の実施こ必要な限度で、避難支援等関係者に対し、名
簿情報を提供するものとする。この場合において1ま名簿情報を捌共することについて過撲宙行動要支援者の同意を得ることを要しない。
2 前項の規定にかかわらず、市長は、避難行動要支援者が、規則で定める方法により名簿情報の提供の拒否を申し出たときは、当
該避難行動要支援者に係る名簿情報を提供することができない。

(平'27 6 25日 1 )0 三重,
「津市避難行動要支援者名簿情報の提供に関する条例中劣」
(名簿情報の提供)

第3条市長は、災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、津市地域防災計画の定めるところにより、避難支援等関係者に対
し、名簿情報を提供するものとする。ただし、次に掲げる場合を除き、名簿情報を提供することについて本人(当該名簿情報によって
識別される特定の個人をいう。)の同意が得られない場合は、この限りでない。
(1)避難行動要支援者が当該名簿情報の提供に関し、規則で定めるところにより拒否の申出をしていない場合
(2)前号の拒否の申出をした場合であっても、j新行防災会潮こおいて、墨摸岐援等の実施のために名簿情報の提供●W要であると認める場合
(3)第1号の拒否の申出をした場合であっても、津市情報公開・個人報保護審査会の意見を聴いて、市長が避難支援等の実施を支援す
るために名簿情報の提供が必要であると認める場合

12



避難行動要支援者名簿の制度⑧(発災時の名簿情報の提供)

発災時の名簿情報の提供(法第49条のΠ第3項)

3 市町村長は、"生が
、'ー_ノ^^气 、

二 るため1こに,'、

・名簿情報を提ンし、

を要しない。

条文上の要件につぃて

以下の3つの要件を満たす場合に、本人の同意を得ことなく名簿情報を提供できる。
1災害が発生し、又は発生するおそれがある場合であること゜
避難行動要支援者の生命又は身体を災害から保護すために特に必要があると籾めるとき2

避難援等の実施に,'、要な限度であること3

日

取組指針における考え方

0 市町村は避難支援等関係者その他者にサし、特に避難の時間的余裕がある風水生等のりードタイム
のある災害においては、避難支援等関係者その他の者への情報提供に同意してぃオ、い者にっいても、可
能な範囲で支援を行うよう協力を求めるこができることとなってぃる。'
0 ただし、発災時等であれぱ無条件に認め'れるものではなく、例、ば、大雨で河川が氾戸するおそれ
がる場合に、浸水する可能性がない地区に居住す同恵のない避難行動要支援者の名簿1主報まで一律
に提供することは適切ではない。

0 そのため、市町村は予想される災害種卿や規模、想被災地域の地理的条件や禍去の辨皇経験等を総
合的に勘案し、同意のない避難行動要支援者名簿の情報を提供することが適切かを判断するよ'留意す
ること。ハ'」'

13
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(2)個別計画に関する資料
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個別計画とは

0 避難行動要支援者一人ひとりに合わせた避難支援等に関する計画

制度的な位置づけ

0 法的に位置寸けられているものではなく,、ヒ 亀、

△せ'テいナ'がら男1量百 ることが望ま

策定状況

0 名簿作成済1

個別計画の制度①(概要)

,687団体のうち、名簿掲載者の個別計画を作成している市区町村数(割△)
(令和元年6月1日現在、消防庁調べ)

全部作成済 一部作成 未作成
208団体 862団体 砧0団体

2.1% 50.% 37.銑

対象者や内容

0 取組指針においては、避難行動要支援者を対象としている。
0 個別計画には名簿に記載されている情報に加え、以下のような情報を記録しておくこととされている。
・発災時に避難支援を行う者"゜
・避難支援を行うに当たっての留意点
・避難支援の方法や避難場所、避難経路
・本人が不在で連絡が取れない時の対応

と目的な

※)避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針 (平成25年8月)

(※)において「 、力ξ 11こ"ー
るとされていもの

15
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様式例 避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針(平成25年8月)より抜

別計 の1承弐"(偶3 )

局劇電●尋

罪含^■●典

ケ,",

驫●口偉県
耽侮

急^逗陣青
忠

尋募鼻

ケリ卸,

風'●悼゛

Ⅱ局

ι"殴■嶋1

昏●直.'■■

●霊^■
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個別計画の制度②(概要)

策定方法等避難行娠支援者●趨行動支捌瑚する取組拙(平脚5年朗)好厳粋(→3改闘

0 町、ほ生=や土会古止二会主託、
^ .

に避難行動要支援者と避難支や、ム△
日の'生1援等関係者の打合せの調整、' J、

分担のき。整一'コーディ才、ーターとしての窃力旧
言鳳個●皇

'めていくこととされている。て個別計画の

0 どの避難支援等関係者が避難行動要支援者を担当する
かにつぃては、地域の実情を踏まえつつ、一人の避難支

^、

に'1がしないよ
゛

J、゛、

配.しつつ適七な' 1分旦'ーなるのや

ことなどに留意しつつ、コーディネーターとなる者がそ
の調整を行うことが適切であるとされている。

考)平成30年7月豪雨における名簿の活用状況(参考)九州北部豪雨における名簿の活用状況

0■宜■働随■

福岡県東峰村の活用内容

・年1回、 6月に村民を対款とし、土砂災

害に備えた避難鯲練を実施。村民の約半

数の約1,000人が参加

・公助(村がすること)、共助(地域力てする

こと)、自助(自分でできること)を分け、

村からの「避難勧告」等の発令に合わせ、

要支援者に対するサポーターによる避難

支援、避難を通した避難路や危険箇所の

確認等を実施

.避難済みの確認をスムーズに行うため、

玄関などに「避難済」の目印(黄色いタ

オル)を掲示するなどの工夫を凝らした

創1練を実施

う"ナ
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避行動要支
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■鳥、
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避難完了の目印

"己7か鯖
...

卑●●

尋,豊

'

「支援者」と「サボーター」をあらかじめ

^航ι
'罫電輩

趣■▲亀巨宮竜

睦

支計

或における避難を促す仕組み>

芭過去の災齊(昭和51年の水書)の教訓を生かし、その時の状況を同じ地1或の住民に共有して、
注,を促すとともに、地域包括支援センターを中心に平成25年からしている小地域ケア会俄
の取組として、『見守り支えあい台帳を作成しており、それを活用して、地区の対隷者の避難支
援を行っ亢〔岡山県敷市]
.自主防災組織が、自治体から提供された避難行動要支援者名筒を基に独自に作成した名箕を用い
て避難馴練を実施しており、この名籍を使って避難支援を行った。〔岡山県総社市]
■地区会として、住民の迎絡先等を記したりストや一人暮らしの世帯等を明示した地図を作って避
雛支援を行っ亢.加えて、今回の災 1」関しても、災の実態をまとめた掲示物を作成し、後世に
地域1一おける防災。織の向上を図っていく.[広県東広市]
■自治体から捉供された避錐行動要支援者名簿報を活用し、避難場所、避難の合図(タイミン
グ)、気にかける人(避難支援を必要とする人等)などを己した災書・避難力ートを、避難訓練を
通して作成しており、各自が力ードに基づき避難行動・避難支援を行っr 〔愛媛県大洲市]

^

,.畔

■鴫画

と
、

止冒

'
ー
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個男1"計画の術1.片@(自治本における課題)
自治体向けアンケート結果 ヤ和元年台風第19号等による災害からの避難に関するワーキンググル_プ (第2回)資料より抜粋(一部追記)

追難行動要支援者の避難支援等の課題への対応。追撲☆,一〒、,_の課1痕への対応0患☆行動要支援者の追隷枝援等のために必要な対策にっいて卑、・ー、、"一〒'"ーのため1こ,'オ、、こ、卑、ーー、、

'7割強の自治体で「真に避難皮援を要する者に対しては個別計画の作成を推、ベ。。
→のぎ'_二で_,1盲の釜一の,,して、ι支が_」園゜,カ《'。"力1こでーめの,カ《ψ_'めの

地域住民の協力を得るための取組を進め、地域における避
難支援体制を構築するとともに、真に避難支援を要する者
に対しては個別計画の作成を推進するべきである。

名簿掲載者にっいて、真に避難支援を要する者であるかと
いう観点から過不足等がないかを確認し、必要に応じて名
簿掲載者の要件にっいて地域防災計画を見直すぺきであ
る。

真に避難支援を要する者に対しては、まずは力包域住民によ
る^支援を行うが、それ力雙しし嶋合には、市町村によ
る直接的な避難支援を検討するぺきである。

炎害の発生に備え、平時における名薄情報の外部提供に
するよう、避難行要支援者本人の同を得ることなく
名簿報を提供できる旨の条伊」を制定する等、極的に
情報提供を進めるために取り組むぺきである。

09"0 109'0 209'0 309'0 409、0

その他

26.8%(463)

50q'0

26.

609'0

3%(455)

8.1%(14の

20.4% B52)

(複獅巽択可)

について

709'0 809,'0

73.8%(1,276)

909'0

n=1,729

1009'0
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優先度を',.まえた個別計画の策定

0 個別計画は、優先度が高い者から策定することが適当であり、市区町村が必要に応じて策定の優又
際には、次のようなことが挙げられる。
地域におけるハザードの状況(※)
当事者本人の心身の状況、情報取得や判断への支援が必要な稔度■

.独居等の居住実態、社会的孤立の状況_、、

゜他方'各市区町'、らー.百、(f市区面村が優先的に支援する計画づくりと並行して、②本人や
本人の状況によっては、家族や地域において防災活動を行う自主防火組織等が記入する計画(本人'也域記
驫油戸稔艀秋ι叢子ιよるi^復綴梦山綴簿^匪柿詔ル●づぐ地奴^ 笥

,

イメージ

●居住地の災害りスク し、

・判●心身の状況、情
支援の必要性力低い
●家族と同居、地域コミュニティと
つながりがる

自主防災組の協力を待て必要
事項を記入し、町村に提出

【本人・地域記入の個'十画】※

§ら、唾するも
※本人の状況によっては、杢一、ことが困難な者、、、、、、保を図るため特こ
入する場合も含まれる。

市区町、あるいは地域や係団体

避難行動者が家や域の

●主'

¥

への

段階的に取り組む

居住地の災害りスクが高い
●心身の状況、,情報取得・判断等への
支援の必要性が高い
●独居、社会的孤立等の状況にある

優先度

市区町村が主体となる策定体制の
中で、優先的に個別計画を策定する

【市区町村支援による個別計画】

...●●■

高



全国の先進的な取組

0,ヲ止サービスの噐のためのケアプーン
している1 こ三

ケアマネジャー工

言 百の を行う取組が行われている。

ボイント

0介護支援専門員(ケアマネジャー)や相談支援専門員等の福祉専門職の参画をイ.るための仕組みとし、き百こ、
0福祉専門職が当時者と相談し、避難に際して必要な配等にっいて整理した上で、避難一'6 こメ'て.を支払う0
にっいて打合せを行い、個別計画を策定する。'ハψ口して避難支援の方針

。当事'a古こ己こ八、ψ加し、、避難訓を実施するとともに、必要に応じ計画の見直しを行う。
別府市の事例

兵庫県の事例

別電^霊吉盲各^シ^

.

扇祉専門職が参画した個男1.計画の策定(大分県男1.イ市.兵庫県)
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二福祉協.イニ参画しナー個別計画の策1.

福祉専門職(ケアマネジャー、相談支援専門員)が参画している事例

沖>
^

言火 こ日" マー々こついこ

平成30年度に試行的に事業を開始し、令和元年度より制度化。名簿掲載者11,224名のうち、令和2年9月までに694名分の策定が元了
1き百にりっ'ξされ、要支援者本人からは余裕を持って避難でき、安心だった」19園に'い 1'、^

という声があるほか、担当するケアマネジャーからも「利用者の災害時の安心にっながる」という戸があるなど、早期の避難行動仁
つな1、ることがでた
東京都荒川区>

主二た▲.にた々にっいて旦当のケアマネジャーに
平成30年度より事業を開始し、令和元年10月時点の名簿掲載者で希望する290名程度にっいて策定が元了。今後も名簿更新に口わせ、
個別計画も更新する。

>'、^に「■"t^

言 にのうち計画作成の同意を得られた者について、ロ"のービス:亘【じ 0

.平成29年度より事業を開始し、令和2年度現在、市全体におけるサービス利用者1,019名のうち、109名にっいて策定が元了0
いナ'い言゛

※古河市、荒川区、四国中央市は、ースA診.二1 一Ξ 1 こ

目む式どカロ目:ム :^に い参.匠.目 4 こ※;1 揮

百

▲ノコ

'、

9

.

社会福祉協議会が参画'しでし)る事例

'や平時の見守り支援について、言

.を務め、価々'き百1
^^

4 コ^f 、^
,巨1' ^jり

策定の際には、平時の見守り支援の目的で社協が実施している地域セ
:

社協職員がサボート)の場を活用し、':・の.,,_の"
、

<[轡i 誉>
川;. Aへ.〒している。^盲言

声. =

亜■ 1'、 1-"'に、 の大'しξ二ー ^、

.、釜●,

百

している。

4 となり、

^盲

して、福祉の専門職などが協議をして策定する。

^古

.

々の参百

^ノ、、

している。Ξ^ノ＼

する。ナ'つが 1、

フティー才、ツト会議(民生委員や町内会役員等が構成員となり
づしを行っている。

0

J、
^
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として、地域の取組のフォローをしている。
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【事伊n 個別計画と連携し得る避 る各の 例0芸 .

0地域において災害対応に関する以下のような取組が行われてぃる場△一 ぱ、個男1_計画
と連携させ、 個男1_計画の記載事項を調整することも考えられる。

災園時対U/ート(滋賀呆誇 L÷福祉,) 救急医療キット(茨城県笠間市)
保健所、自治体、家族、 笠間市では、ひと
人、避難支援等関係者な り暮らし高齢者等で

災害時 どが避難行動要支援者の個 見守り支援を必要と
別計画策定を支援するツー する方を対象に、救

対応ノ レレとして使用してぃます。ト 急医療情報キットの^

また、災害時に緊急避難 設置を進めています

的に受診した医療機関や災 家庭内の事故等にいさというために
害時支援のケア担当者に参 より緊急通報した際

で人工呼吸器、酸素、吸引・を使用している方へ 考としていただくことにも に、既往症や服薬状
用して山ます. 況などが伝えられな本人・家族・聞係者で相験して、このノー陪作成しましょう

る際もこのノートを必ず持っていきましょう
い場合があります。

〔_〔f 皿圖的 万一に備え、医療情クノ
,

肉 '0 報や緊急連絡先など,1 ^00

を記入した救急情報否 ^^
●や水よどの災はいっおこるかわかりません。

用紙と、保険証・ ニク●'どの大親抑'災時は ガス・水道などのライフラインが途絶えたり、

察券・薬剤情報提供屋の内外力《煙娘し跨療機器が壊れ討よどの事態力(予・れます。

●災、本人や家族の方は ることができなくなってしまうことが予され
書の写しなどを入れます。

たキットを設置する.'水'どの災が起きた時、落ちいて対応するためには、日頃からの
えが大切です.

ことで、駆けつけた
●このノートは日峨 ぺきことや、時の療に"本人.の方の

救急隊員が迅速に対報をまとめておくために作成Lました.

応することができる●いざという時のために を記入し、いっでも持ち出せるところに、てお
きましょう。

ようにします。

0平常時における災害への
備え

・災害時の円滑かつ迅速な
避難支援の実施

確認内容
・想定される災害
・必要物品
・部屋の安全

"三"が,玉のノぐ、ソテリー

0'避難所

0緊急時連絡先等滋 県
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◆救急医療情報キットは、冷蔵庫に
保管します。

◆キツトの設置を示すシールを、玄
関と冷蔵庫に貼ります。



SOSファイル(各地の別支援学校のPTA)
東目本,大震災での教訓SOSファイルの禾關な臼珍
を生かし、あらゆる場面

.SOSの黄色し、d慶紙{難外側に向けて入れる

を想定し、障害の特性を・は〔ンめ1-・記入ず'前こ

・本人認用 はじめ、できるだけ多く〔.貌"噂翫小一"如加
の情報が正しく理解され、
適切な対応(支援)をい
ただくための個人情報

ファイルです。

※「SOSファイル」はもと

もと、福岡市知的障害者
特別支援学校保護者会連
合会で作成されたものが

各地で地域の実情にあわ
せて使われているもの。

1枚目の袋一

,・ M別計画と携し得る避"'1".

2枚目の袋一

3枚目の袋一

い

4収目の袋一

絡先

5枚目の袋→

上調書用癒面に地図)

・親族への連絡先

・聞わっている人達

・居宅支援

・福祉支橿

・医療開係0)P●診用

・かかのつけの

・病歴

.母子から

・使用している補装具と福祉器貝

・所属歴

・生活地図

・遊びに行く時用

・1日の流れと寂での遅ごし方

・1遡樹のスケジユール

・その"寺期だけの注意那頂

・伝えた、こと

のまわりのこと①

・身のまわりのこと②

6枚目の袋一

7枚目の袋一

8枚目の袋一

9枚目の袋一

10枚目の袋一

11枚目の袋一

12枚目の袋一

身のまわりのこと⑬
(コミユニケーション)

あてはまるものに0をっけてください.[]や余白には、_法・特記事項.具体例
L入ください足はしへ)と 1こごください「

の

で
できる

・葉て伝バる
.振り、サインで伝える

・写、絵て仏χる
・そのー

い__

▼
閥一
エ,

,闇

てきない
できる

葉で伝える
振り、衷情、サインで伝える
・写真、総で伝える
・その他

使用してぃる補装具を記入してくださいまた、上下肢装具等に聞しては使用している部位を図1
込み、左.右を0で囲んでください

.

」の 尓

てき恋い

てきる
で伝え
.身振の、サインで伝える

'..

使用してぃる補具と福祉嘉具

【出典】大阪府吹田支援学校

業者

連絡先:

倚:
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館命葆藤硲

で
できない
の
でき恋い

るこ

てきる
・ででる

・サインで解できる
・写真、絵で理できる

・その他

の

てき殻い

補金語(右.左)

撲占名:

波格先

倫考.

てきる

・言葉て理解てきる

・サインて理てきる
・写、絵で理解でぎる
・その

亀

0 0

＼、___ノ

てきない

相肢撮聞

^

,

メガネ・コンタクト

業省名;

連絡先

働考:

^

'ー

手

業者名:

迎絡先:

臆力い福祉田

田市泉町1-3-40

療脅手帳

足倉複(右・左)

帳

身体障がい吉手帳

精^がい吉保鯉
福祉手帳 手帳爵号

※利用している制度項自1」0をつけてくたさい

制度名称

貫度瞭力乢倍(見医疫公負旧

障力(い省(児)幽科検診

重度榔稾がい者{見日生活用の給付と与

配食サーピス

田市瞭力{い苔福祉坪金

補祉支

上詠貞(右・左)

業者名

連絡先

6384-1231(喪)

殴通 6384・1347(手帳・手当)

ム・ BI・ B2

爵号

え

爵号

)杯( )級

)級

直棚 6384-1348鬮祉サーピス

口通 6384-1349(精神手帳)

次回判定判定野月日

任月年月日

次回判定取得辱月日

年月年月白

次回判定取口深月日

年月丘月日

下肢衾具(右・左)

業杏名

連絡先

備壱

吹田市民病院そ0)1也医療榎聞

窓口空捌部勅1い福祉室

'
=

二

眠
療
給
付

こ

こ

こ

こ

こ

コ
ミ
、

コ
聿



SOS力ード等(高市下知地区二葉町)

1.
■●^

凹
亀

^

防災世帯調査
ふりがな

世帶主

住所高知市

^
▼

閥_エ,
゛

資機材調査
チエーンソー 台口ー トrΥ1

チルホール ムフルーシー
フャッキ '、

アマチユア

町 T目番地号 ノ、ール トーンシーハ号室
はしご y ケ CB
のこ 日 のの工

3' ス '、

年 ハンマー セ外 セ外
ハンマー 寅 ^

ヘンチ ホート のの用J、

カッター 本大
上コンロ

2 3 ヒ 5.の4 ,カー コンロ

*パットなどの関しても、金載して下い'え下さし.)*貝格'技能の例"'洞踏俄R.消訪団員、署安冒、告、保位・助虚・培設・介護.理愈珪.聾抹.魯

性別生年月日要職業先'校緊急連絡先資格.技能等

年月日才要(支掘・介)「」

男女(明'大'昭.平) 元)・不妥
才要(支撮・介屈)「 」

男.女(明'大.昭・平) 元)必要・不要
才(支掘・介護)「 」

甥女(明.大・昭・平) (現・元)必姿・不要
才斐(支塑・介護)「」

引女(明'大'昭.平) 必要・不蔓(現・元)
才要(支援・介議)「」

男.女(朋'大'昭・平 現・九●要・不契
才蔓(支摂・介鐙)r j

明・大・昭・平 税・元必契・躬・女
月日才要【支掘・介毅)f j

や を 下さし、)

(倒人惰報の保設に記億Lて町内会畏と役が責任をもうて保管L宏す.)

の

nl

.

成

(ふりがな)
氏名

世帯主

・,1 例③

名

考(その

Com bl0 2019/12/Dost、2e6e31.html

取組の意向があった地域
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←2019年からは、避難行動要支援者等に「SOS力ード」を配布し、自
分のハンディ事項や、症状を記入し、避難行動時に地域で避難支援等
にあたる周囲の人々に必要な情報を的確に伝達する情報伝達手段であ
るSOS力ードの普及に取り組んでいる。

※下知地区の町内会・自主防災組織のうち、
でSOS力ードの取組を実施。

【参照】 h廿' futaba bousaicoc010
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0東京都文京区《文京区避難行動要支援者避難支援プラン(全体計画)》
・個別計画で盛り込む「安否確認者の情報」については、災害時の安否確認が、必ずしも保障できるわけではないため、原
則として要支援1人に対して、 2名以上の安否確認者を配することとします。
また、災害時の安否確認体制を早急に確立する必要があるため、安否確認者が未指定の場合でも個別計画は作成し、安
否確認者がマッチングできた時点で追記することとします。

0神奈川県平塚市《平塚市避難行動要支援者避難支援指針》
また、本市は避難行動要支援者本人に自身の避難支援者を探す努力をするよう促すものとします。
避難支援者は次に掲げるマッチング方式やチームディフェンス方式を参考に、二つの方式を併用することなども含め、
地域にあった方法により選出します。

0富山県富山《富山市避難行動要支援者支援マニュアル》
辻也1或支援者とは「避難行動要支援者の避難支援を行う方」のことを表します。地域支援者はできるだけ、避難行動要支
援者の近所の方でかつ複数の方を選定することが望ましいと思われます。例えぱ 民生委員児童委員、高齢福祉推進

員、近隣住民など

0愛知県犬山市《犬山市避難行動要支援者支援マニュアル》
避難支援者は、個別避難支援計画を作成する際に、同意を写られたを1 以上選壬し旦卿避"支き画に司します。

0奈良県奈良市《奈良市避難行動要支援者避難支援プラン》
・自主防災防犯組織及び自治会は、避難行動要支援者名簿に基づき、民生児童委員等の避難支援等関係者の協力を得て
避難支援者(サポーター)又は避難支援班を選定し、個別計画 0 支援プランを作成するものとする。

0徳島県阿南市《阿南市避難行動要支援者避難支援プラン》
原則として、要支援者一人に対して複数人の避難支援者を選定することとします。しかしながら、地域の実情等によ り

特定の個人を避難イ者として選定することが困難な場合には估人名ではなく「00自主防災会や「XX町内会 と

いった選定でも可としますが、その場合には、個別計画の実効性を十分に検証する必要があり、'、だんから住民同士が顔
の見える関係を構築していることが必要になります。

0長崎県長与町《長与町避難行動要支援者避難支援プラン(全体計画)》
・家族等の支援が受けられる人については、家族等が避難支援等関係者となることも可能ですが、日中や夜間における
避難支援を想定し、避難支援担当者は複数人選定してください。

2



【例 調 (・ E・県" 4^

0兵庫県の巾町における個卿_計画策定のための地域調整会議(ケース会議)への出席者、
i義事内容のイ列は以下のとおり。地域調整会議(ケース会淘.対象者の支援関係者が集まり、個々の避難支

【主な出席者゜
遮難庁動更支援青本入、疾亥、福征車門織、自金防災紹羅、自治会等、地材盆昆等、
昆生委貞'侶重委貞、だ会祷征鰯姦会、得征夢務所、地材包括芝援センター、
倶・広町織貞 4劣、災、福征ノ、委磊先疑貞等 俵自治体によっで出席青ぱ星なる。ノ

【議事、運用上の工夫など

⑦本入の心今の状況の共有福征車門膨等か当夢青カアセス〆ンfを尉まえで脱男動画や写亘の
暦尻昏有効

②遮難に侠る地材に存ずるだ自主防災紹織や坊区町村織貞から脱勞
会貧源に侠る情宗の共有

災害券に求めら力る近隣住本入との対話や述難庁動の痩擬健荷子を美礫に持ち上げるなとフ古
昆からの支援の内容 方効

災害券に必更な支援と首源乎常僻との対4か斉効、福征分野で〆4勞さ力でぃるエコマップか有労
の見える佐

⑤求められる芝援の呉体佐ず芝援青多動手段、述難免などを倹討ずる
るために必要な詔蜜の美施

その他

多くは、集会所など地域にある公共施設だが、自宅で開催する場合もある
地域調整会議(ケース会議)の機会を不1_用し、住民向け福祉研修会当事者カアセスメント、地
域カアセスメント、避難訓練の事前説明や打合せなどの調整等も併せて行う場△もある

※「2019年度兵庫県防災と福祉の連携促進モデル事業報告書」を基に内閣府防災担当(避難生活担当)において作成。 フ只

)

③
④

一
=



(避難行動要支援者倶)
0 避難に消極的だったが、訓練を通し避難できることがわかった。積極的になった。

0 避難支援者と避難行動要支援者の間に顔の見える関係が構築されていないと避難支援
が難しい。侠何別計画の美効性か確俣できないノ

【事伊n 避難訓練を実施した効果等(兵庫県内の市町)

(避難支援者倶)
0 事前の想定と異なることが半1.明した。

避難経路避難経路の途中に危食な箇所が存在等

避難手段進入可能な車鞆の大きさに御.限がある等

配慮使用できる避難器具では足が露出するため坊寒対策が必要等

0 より具体的に必要な避難支援の在り方が半1.明した。

・避難訓練の中で、家の中に入れていただくことにより、屋内の位置関係、部屋の吠
況などを実地で理解した。

・段差があるが勝手口から出られるようにするとスムーズだと半1_明した。
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1.
■■■

'、 1 ■■

0秋田県秋田《秋田市災害時要援護者の避難支援プラン》
'個別避難支援プランの写しは、防災安全対策課および避難支援対象者本人のほか、支援者が共有します。
'また、避支イ対の転居や支イの<更など本人又は支から変更の届出があった炉△には時彦正をーいますさ
らに、毎年10は内六の確認と更新を行うなど、災害時における迅速かっ的確な支援を実施するために個別避難支援プーンの商切
な情報更新に努めます。"

0茨城県《茨城県避難行動要支援者対策推進のための指針》
・更来頻声は少なくても、年に 10程度が望ましい

0茨城県古河市《古河市災害時避難行動要支援者個別支援計画の作成に関する要綱》
'市長は、個別支援計画の記載内容にっいて、彦正しなけれぱならない犬況が対象者に発生したことを知ったときは 速やかに個
別援計画の原の記載内容を修正し、その副本を対象者等及び委託事業者等に交付するものとする。
《古河市避難行動要支援者の支援に関する計画全体計画重要事項説明書》゜
'三百の内六はご本人又はそのご[族等の犬況の変化やご人又はそのご[族等からの意向や申出によって 時<更するこ
とができます。

0東京都文京区《文京区避難行動要支援者避難支援プラン(全体計画)》
'要支援者の状態や安否確認者の情の更新にっいては要支援者又はその家族等からの変更の申出により随時更'斤します。
'また、←定期、に個別モ十画の確き忍をXから要支イにし告更棄を行うこととします。゜

0福井県大野市《大野市避難行動要支援者の避難支援プラン作成計画》
緊急連絡先や支援者、支援する内容を適切に反映するため、定,、に更棄を行うこととする
市は、年1回自主防災組織及び自治会に対して作成された避支援プランの内容の点検を呼びかける 点検を行った際は、
避難行動要支援者が避難支援を求める意思の確認と、避難支援等関係者への情報提供の同意を確契するため、 避難行動要支援者本
人又は代理人の承諾印をもらうものとする。""

0島根県松江市《松江市避難行動要支援者全体計画》

'平常時からの見守り活動や防災訓練により避行動支援者の状熊の変化や災害時の情伝達や避難珠導等に修正の必要が
生じた場△は必要に応じて個別計百の見直しを行うよう努めるノ

0宮県高鍋町《高鍋町避難行動要支援者避難支援プラン》

避難行動要支援者名簿と同様に、避難行動要支援者の状況が変化することを想定し、個別支援計画の定期、 1皿以上六更
来に努めます"'ー

更新の際は、当初作成した個別支援計画と同様に、避支援者が自宅に訪問する等により避行要支援者の{rやコ_ー・
ネーターの協力を得て地域の特性や実情を踏まえた具的な内容に更新してぃきます

三
一
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0市区町村における個卿_計画の法的責任等に関する留意事項の実伊の概要は以下のとおり。

・支援をする者やその家族等の生命や身体の安全を守ることが大前提であること

・避難行動要支援者に対する避難の支援は任意の協力であること

・関係者に法的な責任や義務を負わせるものではないこと

・避難の支援は必ずなされることが保証されるものではないこと

【事伺n個別計画の法的任等に関する嬰意事畦

千葉県八街市 WΥ折市避難行動要支援者避難支援全体計画》

避難支援協力者の役割は、避難行動要支援者の避難に関しての情報を伝えて避難を促したり、避難所までの避難を支援するものであり、亜
くまでもボランティアとして活動するものである。

千葉県印西市《印西市避難行動要支援者避難支援計画》

協力を求める場合は、その時の状況や災害の状況に応じて可能な範囲で避難支援を行うものとし、避難支援に当たっては、避難支援者本人
又はその家族等の生命及び身体の安全をウることが大前提となる旨を説明します。

神奈川県平塚市《平塚市避難行動要支援者避難支援指針》

なお、避難支援者の選出に当たっては、避難行動支援者の支援は避難支援者の任意の窃力により行われるものであって責任を半うもので
はないこと、また、避支者の不在や皮災等により避行動要支者への支がとなる場合もあり、避難行動要支援者のできる範
囲での自助が必要不可欠であることについて、避難行動要支援者、避難支援等関係者(避難支援者含む)の双方に十分な理解を得ます。

長野県千曲市《千曲市災害時避難行動要支援者個別支援計画様式》

・個別支'計画は災害等での避難支援が必ずなされることを保証するものではなく、関係者に法的な責任やを負わせるものではありませ
ん。

三重県朝日町《朝日町避難行動要支援者避難行動援助プラン(全体計画)》

・この個別計画は、災害時の避難行動の援助が必ずなされることを保証するものではなく、また援助者は、法的な責任や義務を負うもの
ではありません。 28



【事仮n '難'、 要支援者や支援 妻

0兵災皇 1 、 9 9 改き丁

<避難支援の責任>

避支はあくまで地域における助け合い・共助の活動であることから支イ者には必ず支fしな
けれぱならないという義務が課せられるものではないまた、避支中に避難行動要支援者に与えた
損生にっいての責任は、民法第698条(※)で規定する緊急事務管理(緊急時に行われる行為)であり
悪意または重大な過失がない限り原則として問われない。

制'却倉゜制些旦晶仙盛劇戚L 愛,,レずー.

避支イに支が故にあった場合にえ、社会福祉協議会が提供する「兵県ボランティア.
市民活動災害共済」(事前に社会福祉協議会に団体登録をしておくこと等が必要)に加入するなどの
対応を検討する(一般的なボランティア保険では災害時の適用がない場合が多いので注意すること)。
災害の規模によっては、死亡・重度障害等の場合には、災害弔慰金等の対象となる場△もある。

※民法第698条(緊急事務管理)

管理者は、本人の身体、名誉又は財産に対する急迫の危害を免れさせるために事務管理をした
ときは、悪意又は重大な過失があるのでなけれぱ、これによって生じた損害を賠償する責任を
負わない。

0関連する取組

π丘厘倶ポランディア・

市昆暦動災筈共芳
《兵厘契だ会福征傷姦会起供》

加入されたボランティアの方が自
発的な意思に基づき、日本国内におい
て他人や地域・社会に貢献するなど社
会的に意義があるボランティア活動中
(往復途上を含む)の、万がーの事故
に備えていただくためのもの。

盆上■母お阿

た場合整理(兵庫県)

兵県ホランティア
市民活災害共済

^

.

/ひょづご安全の日
途夢美互成夢美
《兵厘倶夢美》

「ひょうご防災減災推進条伊」」に基づ
き、阪神・淡路大震災の経験と教訓を
発信し安全・安心な社会づくりを推進
するため、県民グループ、民間団体な
ど県民の皆さんによる日々の生活の中
で減災に取り組む「災害文化」を発展
していく事業を支援する事業。
ボランティア保険の保険料にっい
ても、助成の対象としている。

兵慮県
災害時要援設者
支援指針

豹卑0

、
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0 兵庫県では、事業の意義を理解し、防災・福祉の相互理解を図り、県内の取組が一定の水準を確保されるよう
県が市町職員や福祉専門職を対象とした研修を行い、市町が個別計画の策定を実施している。

0福祉専門職対象防災対応力向上研修
・福祉専門職が基本的な防災や災害の知識を得て、障害者や高齢者等の避難行動要支援者の支援について必要性を認識し、備えるための知
識と技術を獲得するための基礎能力を養う。また、対応力を実際に活用できるよう、個別支'計画の必要性を認識し立案方法を学ぶとと
もに実尓のアセスメントを験する。アセスメントでは「安心防災帳」を用い、演習を通じて使い方を学ぶ。
個別支援計画立案に向けたアセスメントができるようになるとともに、地域における避難行動要支援者を含んだ避難訓練の実施に向けて、
地域における調整会モケース△きを擬験し、避難行動要支援者と「伴走」し、地域住民へ働きかけ、地域における災害時の支援
ネ、ソトワーク構築を促進する技術を身につける。

【事伊n 個別計画に関与する関係者に対する研修①(兵庫県)

※各エリアで全10回実施(各回955~1630)
◆DVD視聴別府市での実践事例、真備町の事例(25分)
・別府市で過去3年に渡って行われた、個別支援計画立案および避難訓練実施について学ぶ。
・別府市役所コミュニティソーシャルワーカーの実践と、個別支援計画をたてる相談支援専門員の役割を具体的に確認するとともに、地域の中で障害のある人とともに避難訓練を実施する様子から、福祉
専門職が担う防災に対する役割について考える。また、倉敷市真備町における2018年豪雨災害時の実例により、平常時からの地域におけるつながりの重要性を学ぷ。

◆講義:社会モデルとして障害を考える、災害と防災りテラシーの基礎知識を身につける(90分)
・防災の基本的な考え方・視点を学び、日本での過去から現在までの災害発生状況や防災の取り組みとともに、発災後からの避難や救助、時間経過による支援の移り変わりについて学ぷ。防災りテラシー
の重要性や避難行動要支援者に対する合理的配慮についても学ぶ。

◆演習:ハザードの理解と避難のための個別支援計画作成のための当事者カアセスメント(90分)
・当事者役に対して福祉専門職が実際に安心防災帳を使ってアセスメントを進めていく様子を見ながら、各グループで安心防災帳を用いて模擬的に体験する。

◆演習:避難に向けた個別支援計画作成のための調整会議を模擬的に体感する(120分)
.調整会議を兵庫県社会福祉士会連携支援員が口ールプレイで実施し、受講者は模擬的に体験する。同時に各グループでエコマップを作成、地域住民として会議への参加を体験し、調整会議の意義や進め
方を学ぶ。

市町職員対象実務者研修会
令和元年度は、兵庫県が実施する「防災と福祉の連携促進モデル事業」が36市町で展開されるとになり、モデル事業を円滑に実施する
ため、担ソ'戸として必な知識等を・シ昇することを目、とする。モデル事業の実施においては防災部局と福祉部局の連携が欠かせない
ため、原則として町の災立局及び盲止立局の実務担ソにセットで角三してもらった。
※県内4箇所で実施(各回13:30~16.40)
『オリエンテーション(5分)』
『DVD視聴別府市での実践事例(20分)』
『播磨町・篠山市モデル事業の実績紹介(30分)』
『モデル事業の進め方①十質疑応答(50分)』
『DVD視聴真備町事例(15分)』
『モデル事業の進め方②福祉理解研修について(40分)』
『補足+質疑応答(20分)』

※「2019年度兵庫県防災と福祉の連携促進モデル事業報告書」を基に内閣府防災担当(避難生活担当)において作成。 30事務連絡



「個別避難支援計画策定促進業」及、「'難所運{研修・き11練」連携事業

大規模災害時に行政と自主防災組織等の地域住民が叩心となって、避難行動要支援者が
安全、迅速に避難を実施し、避難所における地域住民の自主的な運営等が実施できるよう、
個男1、計画策定や避難所運営等に八るる1參注1,、イ'

,・^別計百

毎年度5市町村程度で実施※平成29年度開始。令和3年度まで実施する予定。

自主防災組織対地区の住民民生委員福祉施設仙理者、保健師、教育邦局職員

巾町村ごとに研修会と訓練を実施。

【第】修=
・個別避難支援計画の概要説明

災害図上訓練(避難経路、避難場所の確認、要支援者の所在把握など)
要配慮者を円滑に福祉避難所へ避難するための手法など
避難所運営について説明

【 20 き11練

・避難支援者による要支援者の避難誘導

巾町村'自主防災組織、福祉施設等が連携した福祉避難所までの避難誘導
避難所運営、避難所生活体験訓練等

""@
区,1 ^
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U県茅ケ崎市),・個別計画に関与する関係者に対する・,"@

0 茅ケ崎市では、今後の地域における避難支援等に生かされるよう、令和元年10月の台風第19号についての振り返り
を行ったほか、地域の課題を踏まえ、風水害における避難行動要支援者に対する支援、障害の理解と支援等について
研修を行った。

令和元年度避難行動要支援者支援制度研修会

0概要研修会では、避難支援が必要な人に対して円滑な避難支援を行う上での課題について、今後地域で検討していた
だくため、令和元年10月の台風第19号についての振り返りを行ったほか、風水害における避難行動要援に対する
援の在り方について、また、茅ケ崎市障害者団体連絡会より障害知的障害、発達障害の理解と支援をテーマに寸劇

゛

を含めて講演を行いました。

0主催茅ケ崎市

0場所茅ケ崎市役所本庁舎4階会議室2~5

0対象自治会、自主防災組織、民生委員・児童委員△_
消防団、地域包括支援センター等

0日程令和 2年2月1日(土) 9:3 0~ 11:3 0
1 令和元年台風第19号の振り返りについて

2 講演「風水害における避難行動要支援者に対する支援の在り方」

3 講演「障害(知的障害、発達障害)の理解と支援」

4 質疑応答 資料2

32

令和元年度
避行興支援者支援制度研修会

風水害における

避行動要支援者に対する支援の在り方

3 今後の取り組みにあたっての参考意見

●蓁本的な取り組みの方向

・地域(自助・共助)と市(公助)が

の

例避難措置の趣旨や地域の現状などについて情報共有を図りながら、

市と地域が憾して避難支援の対策を推進

・市 、かつ、

要支援者の支援活動に係わる

例中央防災会識の「令和元年台風19号等による難に関するワーキング

グjレープ」の第1回ワーキンググjレープ(2019.12.18)で報告された

豊岡市(兵庫県)からの提案:次スライド(報告文書を転記)参照

. 令和2年2月1日・3日

茅ケ崎市防災担当参与

春踏生え

を考え

●要支援者は、

''

●支援の在り方

ま

''

参考被災を経験した自治体トップの提言田29.4)

「災害の様態は千差万別であり、寧熊に合わhい制庶や郵用に山様ぞ
ぷつ力哨。 い の^ .

促童こと」⇔制度の不や現状の困は、のりこえるもの

(「災害時にトップがな゛ぺきこと」形9.4、災害時にトップ"敬すべきこと協働策定会

と

,,

.

め

討でほ、"古栂の立、亜靴"
ノ、、

^ ^

.
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0 市町村の職員をはじめ、地域社会の振興の担い手となる人々に対する高度の研修を行
修財団が運営する全国市町村国際文化研修所においては、災害等に対する危機管理育"カ
ており、「避難行動要援者対策~災害弱者をっくらない~」を実施している。

研修「避難行動要支者対策~災害弱をくらない~

すこ

う公益財団法人全国市町村研
を強化する研修の充実を図っ

0主催 公益財団法人全国市町村研修財団全国市町村国際文化研修所 UIAM)
0場所 全国市町村国際文化研修所滋賀県大津市唐崎二丁目13番1号 ht如S://VVVVVV.血m.jp/
0対象 避難行動要支援者に関わる市区町村や社会福祉協議会、 NP0等の職員
0日程

(1ν9)
・開講・オリエンテーション

講義避難行動要支援者対策を考える~自ら避難することが困難な人をどぅ支援するか~
.

築遅建行動更芝援皆対美をめぐる餅今腰'、現批や誤題にっいて学び避難庁動更芝援皆の安全な遅難及ひ耀難生暦のためにどのよづメ、芝援ガ努要か、 何か丈められてぃるのガゾこっいで考えまず。""
・演習情報交換会

鼎受誇青同士で、所属ずる方区町村芋の遅難行動更支援青対美の放紹内容及ひ訳癒を壽ι台い、各地堀の支援が契のとンfを1冒まず。
(11/10)'゜⇔"'゜
・事例紹介地域を巻き込んだ支援体制の構築/大分県別府市
築災害券に遮難庁動要支援青を安全に遮難才ゼるために遍古重嘉である、乃他堀や車門織との運袴ノ の取組にっいてが4府坊の勇例をご冶介いただきまず。また、ごの放組を塔まえ
て越めでおられる個が4芝援計画の見体肘な美症方陛にっし.で古お話ιいただ声まず。
事例紹介福祉避難所の制度理解と継続的な取組/石川県輪島市.

箭芋成19年の能登芋昆地座で全国勿の福征避難所を設置きれた鳶島坊でぽ、ぞの変、ガイドラインに磐飽ιたマニュアルを作成ι、 毎皐',4縛を重ねるなと取超を述めでおられまず。
ごの僻街ぱ、福在遅難所の今4叟理解に始まグ、殷置のノウハウや諸訳厨及び謝迦方芸イマニュアルの夢肅皇備争ノなどにっいて プfインf芝'皇理ιなか、らお話ιいただ声まず。
講義・演習避難行動要支援者対策~災害弱者をっくらない~.

藤避難庁動嘉芝援青対美に闘ずる誇婁の変、ぞ九ぞ九の方区町村や品命か抱える讓毎芋にっいて共方ι、誇師からアドバイスをいただ声まず。
(11/12)'ハ'ハ"'゜
・ワークショップ・まとめ

鼎方立日までの内容を尉まえ、クークシヨツプや篇見j建操等で才らに険;サを深めまず。乎Z券の取耀から災生全生後の放惣まで屍デ区町村等のfル生グにっい考、。白,こ:、、_;芋をいノι・ノι,き、3日居ケのまとめとしまず。゜"'月゜遍'こ、'ら、
・'、りかえり~閉講
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O i-BOSA Uこおいては、別府市や兵庫県でのこれまでの取組が分析され、育成すべき人材(特に重要である防
災・福祉部局、福祉関係者、地域を連結できる人材)に関する知見が蓄積されつつあり、研修用の素材(テキスト、
動画等)への落とし込みも試行されている。 htts: i・bosai.indusive・drr.or

,・個別計画に関与する= E "こ対する研修(i-BOSA I)

《-1 1・BOSAI

ゞ、

i・ BOSAI

Kヲ

ιh トッノ

誰一人取り残さない坊災の夫現

のための研修プロクラム

凱人 0典さない助災の
寓現のための翻プ0グつム

インクルージョンマネジヤーはビうーしているか

コンテンツ・インクルージョン・マネジャー成

インウルーリン゛ネリ午一はピラ行

動しτいるか

インクルフ呉ンイネジ¥ーはピう考

えているか

インクルージョンマネジャーはビん4

田"1で社匡ができているか

個別避難支援,ト画の策定のための研伊ブロノ'フムです

'フ痢゛、コノ

141コJ

1●?」

.ノ'ノ

1009

49 研修コンテンツ 災害時ケアプランの作成

1.別アセスメント

●1

之爽ケアプ,ン心繍儒鴨勧

四}

1暫定ケアプ,ン作風から容仲成窪
で

アセスメント

信];1 ノイノ」./ト

●●A,4で速ザる助

S災窃苛ケアブワン虫譲伍生島
扮)

境0、

^」'
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指定避難所制度の趣旨

指定避難所、福祉避所に関する制度①(制度趣旨)

被災者の円滑な救援の実施に
これを住民に等る」
待される。

福祉避難所制度の趣旨

一般の避難所では生活ことが困な障害者等の要配慮者が、避難所での生活において、特
別な配慮が受け'れるよど、要配慮者の状態に応じて安心して生活できる体制の整備を求めて
いる。

必要な

り、

(災害対策基本法の平成25年改正)
従来、切迫した災害の危貧から逃れるための避難場所と、避難生活を送るための避難所が必
ずしも明確に区男1,されておらず、東日本大震災では被害拡大の一因となったことから、災害対
策基本法の平成25年改正において、災害時の緊急の避難場所と、一定期間滞在して避難生活を
送る避難所とを区男1,して、指定することとされ、市町村長は、想定される災害の吠況、人口の
吠況等を勘案して、一定の基準を満たす施設を、指定避難所としてあらかじめ指定するととも
に、その内容を住民に周知しなければならないこととされた。

;に基づき指定避難所として指定を行った上で、
リーの円;な住民等の避難及び救援の実施が期

36
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指定避難所、福祉避難所の条文構成

0災害対策基本法

(指定避難所の指定)

第四十九条の七市町村長は、想定される災害の状況、人口の吠況その他の状況を勘案し、災害が発生した炉△に
おける適切な避難所(避難のための立退きを行った居住者、滞在者その他の者(以下「居住者等」という。)を避
難のために必要な間滞在させ、又は自ら居住の場所を確保することが困難な被災した住民(以下「被災住民」とい
う0)その他の被災者を一時的に滞在させるための施設をいう。以下同じ。)の確保を図るため、政Aで定める基
準に適合する公共施設その他の施設を指定避難所として指定しなければならない。、
2 第四十九条の四第二項及び第三項並びに前二条の規定は、指定避難所にっいて準用する。(略)
3(略)<<"゜
(指定緊急避難場所の指定)
第四十九条の四(略)
(略)

3 市町村長は、第一項の規定による指定をしたときは、その旨を、都道府県知事に通知するとともに<二し六
け_れぱならない。

【協定による避難所の確保につぃて

0管内の公共施設のみでは避難所を量的に確保することが困難な場合には、旅館、ホテル、企業の社屋の一部
ビー、会議室等)、企業の研修施設や福利厚生施設等を活用できるよう事前に協定を締紺するなどしておく
※「避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組指針」
(平成25年8月(平成28年4月改定)内閣府(防災担当)中め

@
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指定避難所、福祉避難所に関する制度③(条文構成)

指定避難所、福祉避難所の条文構成

0災害対策基本法施行令、災害対策基本法行則

指定避難所・・・・・・・・・ 1~号の基準をすべ満たし、市町村により指定された施設
・主と要e慮者が滞在する指定避難所であって、 5号の基準を満た指定避難所である福祉避難戸 ..

す施設

(指定避難所の基準)
第二十条の六法第四十九条の七第一項の政令で定める基準は、次のとおりとする。
避難のための立退きを行つた居住者等又は被災者(次号及び次条において「被災者等」という。)を滞在さ
せるために必要かつ適切な規模のものであること。

速やかに、被災者等を受け入れ、又は生活関連物資を被災者等に配布することが可能な構造又は設備を有す
るものであること。

想定される災害による影響力江ヒ父:、少ない場所にあるものであること。

四車両その他の運搬手段による輪送が比較:、官易な場所にあるものであること。
五主として高齢者、障害者乳幼児その他の特に配庁、を要する者以下この号において「要配慮者とい
を滞在させることが想定されるものにあつては、要配慮者の円滑な利用の確保要配慮者が相談し又はつ.

助言その他の支援を受けることができる体制の整備その他の要配慮者の良好な生活環境の確保に資する事項につ

の円j骨な

災害が発生した場合において要配慮者がネ郵し
ること。

三災害が発生した場合において主として要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保されること。:

又は助言その他の支援を受けることができるイリが整備され

いて内閣府令で定める基準に適貪するものであること。

(令第二十条の六の内閣府令でめる基準)
第一条の九令第二十条の六の内閣府令で定める基準は、次のとおりとする。
高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要する者(以下この条において「配慮者」という。
リ用を呆するための措置が講じ_られていること。
二



旨難所、福祉難所

運営、イドライン(平成年

第1章平時における取り組み

1 福祉避難所の対象となる者の把握

1.1福祉避難所の対象となる者の概数の把握
12福祉避難所の対象となる者の現況等の把握

2 福祉避難所の指定

2.1福祉避難所として利用可能な施設の把握
22福祉避難所の指定

3 福祉避難所の周知

3.1福祉避難所の周知徹底

4 福祉避難所の整備

4.1福祉避難所の施設整備

第2章災害時における取り組み

1福祉避難所の開設

1.1福祉避難所の開設及び要配慮者の受入

2 福祉避難所の運営体制の整備

2.1福祉避難所担当職員の派遣、要配慮者班の設置
22福祉避難所の運営体制の整備、活動支援

する制度0 (,、

月内閣府(防災担当)

5 物資・器材、人材、移送手段の確保
51物資・器材の確保
52支援人材の確保
53移送手段の確保

6 社会福祉施設、医療機関等との連携

6.1福祉避難所の設置・運営にかかる連携強化
62緊急入所等への対応

7 福祉避難所の運営体制の事前整備

フ.1災害時要配慮者支援班の事前設置等
フ.2福祉避難所の運営体制の事前整備

8 福祉避難所の設置・運営訓練等の実施
8.1訓練、研修等の実施
82知識の普及啓発

「福祉避難所の利用の対象となる者」の中で、「災害時ι
避難生活、一般の避難所での生活、福祉避難所での生活、

39

」の構成

3 福祉避難所における要配慮者への支援

31福祉避難所の避難者名簿の作成・管理
32福祉避難所における支援の提供
33緊急入所等の実施

4福祉避難所の解消

4.1福祉避難所の統廃合、解消

おける要配慮者を含む被災者の避難生活場所にっいては、
緊急的に入所(緊急入所)等が考えられる」と記載。'

在宅での

こ



福祉避難所における課題①

サブワーキンググルーフ中間とりまとめ

0 福祉避難所に関する課題について、以下のようにまとめられている

・感染症対策、熱中症対策などの保健、医療対応の重要性が局まっている
・福祉避難所への直接の避難

・福祉避難的な機能の備えたゾーンやスペースを確保する等の措置も必要
・福祉的な支援を受けることができる施設やスペース等の位置付けや在り方が明確でない

避難所に関する調」の結果から見える課題

0 福祉避難所を指定避難所として指定している自治数は1,036、福祉避難所を確保してい
る自治体数は1,286にとどまり、災害対策基本法に基づく指定が進んでいない

「避難所に関する調査」(令和元年10月1日現在)より一福祉避難所関係一

■福祉避難所の数

福祉避難所

(協定を締結するなどして確保しているものを含む)

上記のうち、指定避難所として指定されている福祉避難所

自治体数

1,036

(調査対象は市町村

1,286

施設数

8,683

(特別区を含む) 1,741)

20,594

40



福祉避難所に

0福祉避難所を指定避難所として指定するに至っていない主な理由では以下が挙げ'れてぃる

「避難所に関する調査」(令和元年10月1日現在)より一福祉避難所関係一
■福祉避難所として確保している施設にっいて、福祉避難所を指定避難所として1ヒ{する に至っていない主な理由

(回答された938の自由記述を集計)
市町村主な理由 市町村
数

数
0民間等の施設であるため

事業に支障のない範囲で協力するため

施設の利用状況により収容人数が変動するため

発災時の施設の状況により判断

速やかに受け入れ体制が整わない

少数しか受け入れられない

責任が重くなり負担に感じるため

長期間の使用がはばかられる

0受入体制等の確保が困難

専門的な支援を行うための人員、受入体制の確保

指定できる施設がない

必要な資機材が不足

0避難者の殺到が、念等

一般の避難者が避難することが懸念

直接避難されることが懸念

避難所の開設前に避難することが懸念
41

189

主な理由

0福祉避難所が指定避難所としての指定基準を満たしていない

0災害時に開設できるか不確か

災害時に開設できるか不確か

福祉施設であり入居者の対応が必要なため

施設の利用状況により収容人数が変動するため。一定の収容
確保できないため。'゜

災害発生後、施設が利用可能か確認が必要(浸水区域等)

0福祉避難所名を公表していない

0協定を結んだ福祉避難所は対象者を限定してぃるため

0その他

二次避難所として想定してぃるため

指定した福祉避難所の収容人数を超える場合に使用

指定した福祉避難所が使用できない場合に用いるため

福祉避難所(二次)が受入可能となるための福祉避難所(一次
あり、法定の福祉避難所の要件に合致しないと考えるため
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【事仮n 福祉避難所に関する自治体4 ^^

●大規模災害発生時に、が、児その一族が直接避できる「福祉子ども避難所」の開設
(熊本県熊本市)
平成28年熊本地震の際に、璋がい児童等のいるご家庭が指定避難所に行くことができなかった等の事
伊.が確認された。特別支援学校等からの提案を受け、熊本市内にある特別支援学校6校と協定を締結する
などして、大規模災害発生時には、在校生や未就学児とその家族が自宅等から直接避難することを可能と
しオこ。

【福祉子ども避難所一覧】【受入のイメージ】

災害発生

笑審敷助紐

用

一般

避難勧告・避難指示

者

般遅裂

スベース

①避難開始
⑤移送 直接避難対象者は福祉子ども避難所へ避難<)受入要

②直接避難対象者以外は指定避難所にあるよう配慮者スペース等へ避難福祉子ども..・各区対策部市健庫祉局対策

③巡回保健師によるスクリーニング・トリアージ
^^

④受入要請^

④受入要請 ⑤トリアージした避難者を福祉子ども避難所へ移送

注:令和元年台風第19号等を踏まえた高齢者等の避難に関するサブワーキンググループ第3回会議における熊本市発表資料をもとに内閣府において作成

配慮者等

..............●●●.●●●●●●●●●●●●■●●●●●●●●●●●●●●
指定所等

"夛〆'^
^'^.、ー^^

.^^、

ーー→此

③

..゛゛゛切.,.,冒,竃司,●●,,,゛,●●●●^●冒●冒゛冒゛●゛,,●●

者

保健

トリア

によるスクリーニング・

シの実施

特別支擾学校等在
校生・未就学児と

モの家族指定避
難所等への避が
可能な方を除く

合計

※受入可能数は、家族を含む。 0

^^

要配慮者等

スベース

■

②

施設名

1 熊本大学教育学部附属特別支援学校

2 熊本県立熊本支援学校

3 熊本県立盲学校

4 熊本県立熊本学校

5 熊本県立熊本かがやきの森支援学校

6 熊本市立平成さくら支援学校

会、
主な障がい種別

知的障がい

知的障がい

視覚障がい

聴覚障がい

肢体不自由

知的障がい

屋外(車中)

避処者含む

,Ξ'

受入可能数

(15)45

(5 の1 5 0

(6 の1 80

(56)1 6 8

(7 の2 1 0

(5 の1 5 0

9 0 3 (3 0 1)

内はうち障がい児等の数
^

①

県

つ

■
■
■!

.

.

艇
①



●福祉避難戸に直接'す,み、一般避所・,福祉
避難ス゜ースに避難してか'福避難所こ避難す士組み
築(新潟県上越市)
社会福祉法人等の協力を得て、高齢者福祉施設や障害者福祉施設
を福祉避難所に指定

'福祉避難所は、要介護認定のある高齢者(要介護度4又は5の認
定を受けた人のうち、特別な医療ケアが必要な人、ひとり暮らし
の人、高齢者のみ世帯のいずれかに該当する人)及び障害のある
(身体障害者手帳1級又は2級、精神障害者保健福祉手帳1級、
療育手帳Aのいずれかを所持している人のうち、障害支援区分5又
は6の認定を受けた人)を対象

あらかじめ市の聞き取り調査を《えて、避難する福祉避難所力斗旨
定されている人は、自宅から直接避難
福祉避難所が指定されていない人は、まずは近くの指定避難所内
の盲祉避難スペースを利用

臨時

福祉避独祈

.

医療関

必 1こ佑じて移迭

亀 ^ "、の取組(新.県上越市)

《避難のイメージ》

指定万(28施設)一般の市民

43

介謹4・5のうち
で復世帯

介謹3
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ψ
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〆＼^

1 ・ 2

う弓

・目等

4・5のうち

人

●要に応じて移送
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福;止避難所
40法人102施*
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,・ Me1信十画を", .

(個別計画の策定を通じた避難者数推計と'難所の指定)
0愛媛県東温市《東温市避難行動要支援者プラン(全体計画)》
・市は、避難行動要支援者名簿や個別計画の策定を通じ、福祉避難F へ避難する必要がある者の概数を把握し必となる福祉避
"所の確呆に努める。

(特に配慮を要する者の避難先事前調整)
0島根県雲南市《雲南市避難行動要支援者の避難支援計画》
・避難行動要支援者の内、特に障がいの重度化や合併症の予防が必要である等、避難場所に特に配慮を要する場合は、医師、看護
師、保健師、介護支援専門員等の協力を得て、避難場所を福祉避難所福祉施設医療機関とするよう個別援プランにおい
て定めておきます。ただし、実際それらの施設を指定する際には、移送手段等より細かな避難プランを家族地域支援者等も交
え個別具体に定めておく必要があります。

0東京都《東京都在宅人工呼吸゜使用災害時支援指針》
・災害時個別支援計画の作成のステップのひとつとして、災害発生時の対応を決めることとしている。在宅で療養継続するための
準備とともに、在宅での対応が困難になった場合に備え、避難先や移送手段の確認搬送支援者の確保を行うこととしている避
先としては次のような施設を例示している。

自家発電設一や非{電源三斐苗を呆有している公共施設

自家発電設備やヲ{用電源設備のある民間協力施設

あらかじめ決めておいた親類・知人宅等

かかりつけ医療機関

44

0北海道《災害時における高齢者・障がい者等の支援対策の手引き》
・在宅での生活の継続が困難な要配慮者や、キヒ定避難所あるいは盲祉避難所での避難生活が難な要配慮者については緊急入j
急ショートスティ等で対応することが必である。このため、市町村は、緊急入所等が可能な施設を把握し整理する。

通じた避難先の事前調整

(策定した個別計画の活用)

0東京都江東区《江東区避難行動支援プラン(全体計画)》
・拠点避難所各小中学校に個別計画写を設置する

※左記は停電により、在宅療養が困難になった場合の避難先の例示である。
風水害時については、さらにハザードマップを確認し、浸水の深さや浸水
の続く時間などを勘案して避先を決めておくこととしている

等

一
二



.指避難所内に福祉'難室を敲置し公表。八要に応じて福祉避難所に移'美(新潟県長岡一)

指定避難所内に福祉避難室福祉避難スペース小中学校の特別教室などを併,九食事や排せ六・ミ・_、、
き、家族の支援や見守りによって過ごせる人を対象。

避生活が長期化する場合は盲止避所市内の官齢者センター等を門を凡門三九には、看推a <護゛生き主
等を行うため、洞設まで72時間程度を要する(専門的な介護.看護が必要な人は、緊急角入施,凡叉の辻難>訥
要介護度や障害の程度の重い人など、食事や抄せっが一人でできず介護士等の支援を婁する人は1 急禹即
別養護老人ホーム等)に避難。"腺"<'い又哉'

1.

1.福祉'

血 地区名

手

郎丸

田

之

一覧

鳥
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福

福令睡

福

福 1

^

7 麦町
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.

^^^

勗、 4
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^
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体
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福、
^

,祉避、1

^^^

^^

^

^^^^

※四地区防火セ*ター(指定避難所のうち拠点避難所)、く西指定避難所、⑧指定緊急避難場所(災害の種別や状況により開即し六い場

^^

住所

南町2-1-1
^^

郎丸1-2-25
^^^

田町4-1
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^
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^
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会
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^

考

^
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命@邑
^
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^
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相

^
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^
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ブレイ0・ム

スタジオ
^

ステーシ

^

^

^^^^

^^^

^

^^^^

として*用可:な.1

多目的スゞース(2F)

^
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特別支援

休

相室
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【事伊n 福祉避難所に関する自治体の取組(熊本県益城町、京都府京都市)

●要配慮者の状態に応じこ災害
(熊本県益城町)

目

入 医

大

緊

関

対象区分

(短期

入筋

特別

老人ホーム

(入所)

(緊入所可能

剖

対者

体状況の化

により、入加

(医処や治

)をする配

(*)

介謹保法や

総合支法に

づく入所介や

養が必な

一介保

の受入施設整

特別養

老人ホム

または、ホ丁ル、

施設

人置

によ

る人員

T

面

面を

確保

、

こよ

り生活相

談員を

^

性の

ビスを必
指

し、サー

とし、

所での

生活では生活

に支障を来たす、
または困な

(*1)

(ホテル、旅

泊施設は、開

可な祉避所

数が不足する合

に新たに捲る

合があります)

民

求

応的な処

のみ災

救助法

●様な二ーズに対応した避難所の開設
(京都府京都市)

小・中、^、

所大の体育・の で

れるほか公民の避

所所
員会体のー スヘ

を駒ースや

用した

(*1)要配慮者には、町で登録した災害時要援護者も含む
(*2)人員配置や面積基準は、災害規模に応じ国の通知等で緩和される場合がある

祉

(*2)

面を

確保

(*2)

ね

10人に

一般の避難所での集団生活が困難であり、入院には至ら
ないが、相談支援等が必要な妊産婦(原則、かかりつけ
医から了解が得られた妊産婦)を対象にした妊産婦等福
祉避難所(大学や看護学校等)を開設。
まず一般の避難所学校などに避難一般の避難所に
おいて、保健師等の健康調査等による所見に基づき福
祉避所への受入を調整し移送文者を決定福祉避
難所の受入体制が整ったところで、家族や地域における

総合

2~4

nf/人

災

(同上)

ただし、

に

よる支

も可

伽郎昂
通L

帆、0も峡

助法

支援者等の支援により移送伯宅等から福祉避難所に直
接避難することはできない)。

ノ

し
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1が訂廷冒毫^.

とは?

虚が●隻な
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至らないが.粕^が●竪
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【事伊n 福祉避難所に

●4市町と業者等力Lf'定を締結し、広域的ナ、支援制構

各市町は、災害が発生し、広域福祉避難所の開設社細祉獣愛成会
が必要と半1、断される場合には、広域福祉避難所が
所在する市に、避難所開設の協議を申し入れ、施 社会福祉法人来島会

設が所在する巾から施設に開設を通知することとな 知県數育委員会

つている。

る自治"、4,取組(高知目内の4市町、熊県)

所地

社会福祉法人知県知的害者育成会

※広域福祉避雌所は、知的・発

障害者支援施設白ゆり

ワークセンター第白ゆり

南海学園

高知県立山田特別支援学校

かがみの育成園

ウイッシュかがみの

害児者が受け入れ対です。

香美市士佐山田町山田11921

香美市侘山田町山田11891

南国市大桶乙2288

美市士佐山田町山田1361

香美市土佐山田町楠目3660

南国市陣山531

47
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要配慮者が避難する一般避難所・福祉避難所の形態について、今後の整理のイメージ

00施設

ロロ棟

【一般避難所型】

00施設

所

スペー

ロロ棟

一般避難所

【福祉避難所併設型】

00施設

△△

一般舮."刃

指定避難所:00

ロロ棟

一般避難所

【福祉避難所型】

00施設

△△棟

福祉避難所
(福祉避難スペース)

指定避難所:00

※福祉避難所は受入対象者を特定:
して公示

※生活相談員等を配置

(常駐は不要)

△△棟

指定避難所:00 (ロロ棟)
指定避難所※:00 (△△棟)
※令第二十条の六第5号を満たすもの

福祉避難所

48

※福祉避難所は受入対象者を特定
して公示

※生活相談員等を配置

(常駐は不要)
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地区坊災計画の術1,度(概要)

0 地域の住民や事業者等が相互支援するための共助の防災計画。(平成26年4月1日施行)

0 住民や事業者等が地区防災計画の案を策定、市町村へ提案し、市町村が市町村地域防災計画の中に取
り込み。

【作成数: H31.4.1時点】
地域防災計画に反映済み:27都道府県 57市区町村 827地区
地区防災計画の策定に向けて活動中(※):46都道府県 185市区町村 3,028地区

※市区町村に提案済みだが地域防災計画には未反映分を含む。

作成ブロセス

(中央防災会議)

都府県
(都道府県防災会

Φ

市町村
村災会

<各穩"方災仙,画の基本>

防災基本計画

.

<地区防災計画の作成>
(災対法等42条第3項、 42条の2)等

0 計画提案を踏まえ、市町村地域防災
計画への取り込みの適否を判断。

0 取り込む判断をした場合、市町村地
域防災計画に地区防災計画を規定。

↑

地域防災言十画

地域防災計画

・地区防災計画()を作成し、提案

地区防災高十画

0 計画提案を踏まえ、市
町村地域防災計画への取
り込みの適否を判断

0 取り込む判断をした場
市町村地域防災計画^、

に地区防災計画を規定

長沼

Ⅱ P;

区(長県長野市【平成26年度地区防災計画モデル地区】

住民同士で声を掛け合い、早期避難を実現

0 長沼地区は過去に度々水害に見餐われており、住民が主体となつ
て防災訓練や防災マップ作り、地区防災計画づくりにも取組んで
いた。

令和元年東日本台風の際は、地区内の各区長が集まり高齢者等の
早期避難の誘導を決定し、地域ごとの名簿をもとに電話と訪問に
より避難の呼びかけを行った。

長沼地区では、避難行要支援者ごとに支援者を決めて個別1ご
難を誘した事 1も つこ。

■■尋寓■■●■●

^1異^1

「長沼地区避剰レールブック」、,成27年度)

^

E ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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【事伊n 避難行動要

出避難所制度(倉敷市
自主防災組織が市IL申清
市かう備蓄物資の提供

、個別計画、地区防災三画

.............

'難付き共"住

住含で壁猿立覧える社舶轟

助け隊・ありカぐ隊

*合

合合合

区防災計画
●屋■

箭田地区まちづくり協議会,まび事業者連絡会
(児童、障害、介護事業所の集まの等による
支えあい活動により,地区防災計画に着手

/ノ＼①共同住宅周刀地{或における避剰レール

②共同住宅避難の場合の助け合いルール
③ルールに基づく定期的な訓練。十画慮者マイタイムライン
④平時の利活用・助け合いの関係性構築等

姻別避難計画) について検討

要支援者を含め小さな単位での打動計画が具
.

^ ^

体的になるよっILする

晶な令血.色々」星 0●'武'-r●丑、■'亀,,゛ノ,す●
有侯卓弓ン,イフ血金昔みで青.亨0と闇のAが r亀^」耽0一τサ
ピユ亀軒、身が瓢乳都↑轟匂"舞'此U一τ,ピ1竃す●、ヒ亀畠
倉t.▼血吋令弓吐●会が島4、ヒで一Aで鳥,"寓が旦●.●
τ臺4之と#T0負'い"0とい重,.

軟"^

女
用趣ι
00',

曾

と

ら'つと
勇て、、て

f幽

゛竜い
官劇,t航1

有償ボラン丁アの会

「助け隊ありが隊」

令和元年台風第19号等を踏まえた高齢者等の避難に関するサブワーキンググループ(第3回)
磯打千雅子特命准教授発表資料をもとに内閣府において作成

^

室奥牲旦工1萎旦七

0.

ず

蛮

',

,

時一碁・

(岡山戸倉敷市)

1 忠等一'

'人,家族,近所,組
'(会社・施設・ケアマ
ネ割でタイムラインを
共有.

作成する関係性をつなぐ

こと,可視化できにくい
ご近所とのつながりを文

関コミユニティノー)こ 会書化することにより,
7月14日の大雨時仕砂災害警脚 には,居住係者で共有しておく
者5名,近隣住民2名が避難

における香川大学地域強靭化研究センター
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【事伊n 自主防災組織を中心としナ・地区防災計画の作成(愛媛県松山市)

0 松山市では、地区防災計画作成の中で、地域の自主坊災組織、消坊団、女性防火クラブや/、、中学
校、幼保育園、民間企業等が地域ぐるみで一緒に協力して、避難計画、行動計画、避難行動要支援
者対策などを考え、地域のみんなの命をみんなで守る取組を進めている。

各消防署で分科会を開催 ■^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

西管轄南管轄中央署管轄 東署管轄
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令和元年台風第19号等を踏まえた高齢者等の避難に関するサブワーキンググループ(第3回)における香川大学地域強靭化研究センター
磯打千雅子特命准教授発表資料をもとに内閣府において作成
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地域での防災関係の有識者、市区町村職員、高齢者・障害のある人等の当事者、高齢者・障害のある人等の支援に知見のある者
等が、住民等による地区防災計画の計画素案作成や素案作成を通じた地域防災の担い手づくりを支援する仕組み、及びこ、した
支援人材を育成する仕組みを考えること。また、地区防災計画への取組状況に見られる地域の泊度差を埋めるための仕組み・く
りも併せて考えることが必要である。なお、具体的な支援人材の育成の在り方等にっいては△後、様々な分野での人材*成制
度を佑瞰し、必要な調整をしながら検討してぃく必要がある。'

地域防災の担 材の成に向けくり の』度 る仕み
0令和2年度より、作成主体・作成支援者への研修を実施中
今後、作成主体・作成支援者それぞれへの研の対象・内容・方法を改善 ■周知する者は地域の計画作成支援者
<地域防災の担い手づくj> <地域の計画作成支援人材の育成>

地方公共団体職員、消防団員、民生委員等
作成主体研修

一身近な周知の場
計画作成の好事例

^

・計画の概要 .

・地域の避難訓練時、自治会の会合、
地域のイベント等・内容及びプロセス 関係者の巻き込み方

ト地区防災計画の作成を通じて、地域のト高齢者等お避に成功した例吐どを周知・作成メリット等 必要な手続き等 冒.

地坊公共団体職員、謂防団、民生委員 0三善地区愛媛目大州市
地域防災の担い手 地元の大学職員等@防災関係の有識者
.

.

'多的に避難所を決め、そのを Bした地区ごとの災害避難
福祉事業者、ケアマ才＼専門相談員等 カードを作成。

・計画案の作成等に参加しなかった住民に対しても、 各区で
全戸参加の説明会を3力月かけて行った。'

計画作成支者
.上,のような取が功を奏し、平成30年7月豪雨時には、一次

0ヲ後、計画作成支援者のりスト化・組化を検討〔'計凶作成を経験した住民の代表等 避難所に避難した後、上流のダムの緊急放流や他の河川増水
の状況等の報を行政からて、一次的な緊急避難場所が浸水
しそうな時間帯を判断し、二次的な避難所に早めに移動、地域からの計画作成支の依頼に応ずる支 者バンクの築(案) しづゞ 地区の住民全が無に避難できた。'..■'

画作成主体の代表
計画作成支 二そ

0長沼地区(長野県長野市(作成の経験を伝える) ー・1客ーニ

大学方公共団 .住民が主体となって防災 11練や防災マップ作り、避のタイ消防団 民生委員域運営 自治会 災に ,る
r 防職員 学 紐敦

ミングや伝達にっいて取り決めた地区防災計画を作成してぃた。
令和元年東日本台風の際は、地区内の各区長が集まり齢者等゜ちづくり 牡会福祉協議会自主防災 防災士会NPO 人材ネ亨ト鰻 の早期避難の誘を決定し、地域ごとの名 をもとに話と
間により避の呼びかけを行った。

マンシン
学校 要支援者ごとに支援者を決めて個別に避難を誘導した企禦 コンサル会ント

.

合

マッチング 事例もあった。 53
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地域内に個別計画が策定されており、地域住民等が地区防災計画の素案を作成する場合は、個別計画で定められた避難支援を
含め、地域全体での避難が円滑に行われるよう、避難支援の役割分担や支援内容が整理され、両計画の整合性が図られるとと
もに、訓練等で両計画の連動について実効性を確認することが重要である。こうしたことについて、地区防災計画の研修や指
針等を活用し周知・促進していく必要がある。

地区防災計画と個別計画の

0地域住民による助け合いの避の例

・避難の声掛け、避難誘、安否確認

・個別計画に定められている避難支援(付き添い避難、車両による避難など)
一地域住民の一部は、他の地域住民の避難を促す避難支援を行う

地域住民の一部は、個別計画による避難支援を担う

このため、

地区防災計画による共助の仕組みと個別計画を整合を持ったものとし、それをまえた避難支援
の役割分担や支援内容等の理を行うことが必要

伊D ・Aさんは、 00丁目での避難の声掛け、避難誘などの支援を担当
・Bさんは、甲さんの個別計画に基づき甲さんに付き添って支援
・Cさんは、個別計画に避難支援が定められた甲さん、乙さん、丙さんがちゃんと避難支援
を受けられているかを確認

地域住民は、個別計画で定められた避難支援に係る部分を知っておく必要

整合性を図る方策

計画にづく避難支援体制を築する中で、別計画がある場合には、それに基づく避難
支援も位」づけ、避難支援の役割分担、支援内容等を整理する

地区防災計画

役割分担・整理

地区防災計画と個別計画の整合性を図ることで、より実効性のある避難行動につながる

個別計画に基づく避難支援
(付き添い支援等)

賠

日頃からの地域での避難訓等において、地域住民による、個別計画に基づく避難支援と
そ以の'難支援の関係を確認し、有事に円滑に避難できるよう連動させる

個別計画に基づく避難支援
同時に実施関性を確認

それ以外の避難支援

亀 体的な方

要支援者への避難支援にする地区防災計画の現状

・地区防災計画では、地区住民による避難支援の
定め方は任意

・避難行要支援者への避難支援を定めているも
のはある(個別計画に基づく避難支援との関係
について定めているものは見当たらなし、)

地区防災計画には、地域住民による具体的な支
援方法や支援者・受援者までは定めず、これら
を地区防災計画を基に、計画外(災害避難力ー
ドなど)で決めていることが多い

それ以外の避難支援
(声掛け避難支援等)

地区防災計画の記例

0三善地区(愛媛県大洲市)

『災害が起きた場合に避難する際の支援者等を予
め依頼するなどの対策を講じる。』

計画を踏まえた「災害避難力ード」を作成

各住民が、地区ごとの避難場所・避難ルート、
避難のタイミングや、個人の住所・氏名・連絡
先、避難支援者の報を力ードに理し、携帯

個別計画に基づく避難支援も含め、地区防災計
画に避難支援を位置づけることを、研修、地区

防災計画作成の指針等を活用して周知・促進

妻


